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問１　解答　エ　キャッシュメモリのヒット率

MPU（Micro Processing Unit）の高速化に関する問題である。キャッ

シュメモリとは，MPU内部に設けられた高速な記憶装置である。キャッ

シュメモリに使用頻度の高いデータを蓄積し，低速な主記憶装置へのアク

セスを減らすことで，見かけ上の処理を高速化することができる。

目的のデータがキャッシュメモリに存在する確率をヒット率と呼ぶ。

ヒット率が高いほど，主記憶装置へのアクセス回数が減り処理は高速化さ

れる。逆に，目的のデータがキャッシュメモリに存在しない確率をNFP

（Not Found Probability）と呼び，ヒット率をαとするとNFPは1－αで表

される。

MPUから，キャッシュメモリを介して主記憶装置にアクセスする場合，

目的のデータがキャッシュメモリに存在すれば，キャッシュメモリのアク

セス時間がかかり，キャッシュメモリに存在しなければ，主記憶装置のア

クセス時間がかかる。ヒット率をα，キャッシュメモリのアクセス時間を

c，主記憶装置のアクセス時間をmとすると，実効アクセス時間は以下の

式で表すことができる。

実効アクセス時間＝α×c＋（1－α）×m

設問では，実効アクセス時間＝15ナノ秒，c＝10ナノ秒，m＝60ナノ秒

なので，上式にあてはめると，

15＝α×10＋（1－α）×60

50α＝45

α＝0.9

となり，ヒット率は0.9である。

問２　解答　ウ　LAN間接続装置

LAN（Local Area Network）間接続装置の一つであるルータの機能に関

する問題である。主なLAN間接続装置の機能とOSI（Open Sys tems
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Interconnection）基本参照モデルにおいて動作する階層を以下にまとめる。

ア）ゲートウェイに関する説明である。

イ）ブリッジに関する説明である。

エ）ネットワーク監視またはリソース管理に関する記述であり，LAN間

接続には無関係である。

問３　解答　エ　３層クライアントサーバシステム

３層クライアントサーバシステムに関する問題である。ここでいう『層』

とは，アプリケーションを論理的に区分する際に用いる用語である。

３層クライアントサーバシステムでは，アプリケーションをプレゼン

テーション層，ファンクション層，データ層の３層に区分する。プレゼン

テーション層では，主にインターフェース処理を，ファンクション層では，

主にビジネスに即した業務処理を，データ層では，主にデータベースの検

索・更新処理を行う。
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接続装置 主な機能 動作する階層 

リピータ 電気信号を再生・中継する。 物理層 

ハブ 
（リピータハブ） 

複数のポートに電気信号を再生
・中継する。 

物理層 

ブリッジ 送信先のMAC（Media Access 
Control）アドレスを参照して
中継すべきかどうか判断する 
（フィルタリング機能）。 

データリンク層 

スイッチングハブ ブリッジとほぼ同様の機能を持
つ。ブリッジとは異なり，該当
するポートに対してのみ送信を
行うため，ネットワーク全体の
負荷が軽減する。 

データリンク層 

ルータ 送信先のIP（Internet Protocol）
アドレスを元に最適な経路を選
択し（ルーティング機能）中継す
る。 

ネットワーク層 

ゲートウェイ 異なるプロトコル間の接続（プ
ロトコルコンバート機能）を行
う。 

トランスポート層以上 



ア）ファイアウォールは，組織内のコンピュータネットワークへ外部から

侵入されるのを防ぐシステムであり，無関係である。

イ）通信は，アプリケーションを論理的に区分する上で無関係である。

ウ）物理的な分割ではない。３層クライアントサーバシステムでは，例え

ばプレゼンテーション層の機能をクライアント上に，ファンクション

層とデータ層の機能をサーバ上に実現することも可能であるし，３層

の機能をそれぞれクライアント上，アプリケーションサーバ上，デー

タベースサーバ上に振り分けて実現することも可能である。

問４　解答　ウ　ジョブスケジューリング

ジョブスケジューリングに関する問題である。

タイムクウォンタムを仮にx秒とすると，ジョブA，B，Cは，それぞれ

x秒間処理され，2x秒間処理を待たせるスケジューリングを，３つのジョ

ブのうち最も処理時間の短いジョブAが終了するまで繰り返すことにな

る。

ジョブAが終了するまでには，５分の処理時間＋10分の待ち時間で

合計15分かかる。…①

この段階で，ジョブB，Cともそれぞれ５分の処理時間を完了しており，

ジョブBの残り処理時間は５分，ジョブCの残り処理時間は10分である。

次に，ジョブBとジョブCは，同様にx秒間処理され，x秒間処理を待た

せるスケジューリングを，２つのジョブのうち処理時間の短いジョブBが

終了するまで繰り返す。

ジョブBが終了するまでには，５分の処理時間＋５分の待ち時間で

合計10分かかる。…②

よって，①＋②＝25分が正解となる。

問５　解答　イ　システムの信頼性（稼動率）

システムの信頼性に関する問題である。システムの信頼性の指標として，

稼動率と故障率がある。それらは，平均故障間隔（MTBF：Mean Time

Between Failures）と平均修理時間（MTTR：Mean Time To Repair）を使っ
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て表される。

MTBF ＝総稼動時間／故障回数

MTTR＝総修理時間／故障回数

稼動率＝MTBF／（MTBF＋MTTR）

故障率＝1／MTBF

問題では，MTBF＝x時間，MTTR＝y時間であるので，

稼動率＝x／（x＋y）である。…①

MTBFとMTTRがそれぞれ1.5倍になると，

稼動率＝1.5x／（1.5x＋1.5y）

＝x／（x＋y）となる。…②

①と②は同じなので，正解はイである。

問６　解答　ウ　システムの信頼性設計（フェールソフト）

システムの信頼性設計に関する問題である。良く出題される用語を以下

にまとめる。

ア）フェールセーフ，またはフールプルーフに関する内容である。

イ）フェールセーフに関する内容である。

エ）フェールセーフに関する内容である。
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フェールセーフ システムの障害は完全には防げないという発想の元，障害
発生時にシステムを安全な方向に作動させることで，被害
を最小限にとどめようとする設計思想。 

フェールソフト システムの一部に障害が発生しても，システムの全面停止
に陥らないようにする設計思想。障害部分の分離や一部シ
ステム機能の停止を考慮に入れるため，性能の低下を許容
する。性能を低下させた状態でシステムを稼動させること
を縮退運転と呼ぶ。 

フールプルーフ システムが予期しない利用のされ方をしても，故障が発生
せず，エラーや警告を発するようにする設計思想。 

フォールトトレラント システムの多重化やシステムを稼動させたままでの保守を
可能とすることにより，システムの一部に障害が発生して
も，影響を受けずにシステムを稼動させるようにする設計
思想。 



問７　解答　エ　データ伝送時間

LANのデータ伝送時間に関する問題である。

問題では，LANの伝送速度が10Mビット／秒，伝送効率が30％なので，

実効伝送速度は，10Mビット／秒×30％で，3Mビット／秒である。

１件のレコード長が1,000バイトの電文10万件の長さは，

1,000×10万件＝１億バイト＝８億ビットである。

正確には，1K＝1,024，1M＝1,024K＝1,048,576であるが，情報処理技

術者試験では単純に1M＝1,000,000とみなす問題もあるので，単位の変換

には注意を要する。

［1M＝1,048,576とした場合の計算］

８億ビット≒762.9Mビット

実効伝送速度3Mビット／秒のLAN上での伝送時間は，

762.94／3≒254.3（秒）

［1M＝1,000,000とした場合の計算］

８億ビット＝800Mビット

実効伝送速度3Mビット／秒のLAN上での伝送時間は，

800／3≒266.7（秒）

よって，選択肢の中で最も近い267秒が正解である。

問８　解答　ウ　DNSを用いる利点

DNS（Domain Name System）を用いる利点に関する問題である。DNS

とは，インターネットに代表されるTCP／IPネットワークにおいて，文字

列のFQDN（Fully Qualified Domain Name：ドメイン名・サブドメイン

名・ホスト名）と数字列であるIPアドレスを対応させる機能である。DNS

により，ドメイン名やホスト名からIPアドレスを取得することができる。

障害などで予備のサーバへの切り替えが発生しても，DNS内のアドレスを

変更することで迅速に対応ができる。

ア）個々のコンピュータがサーバに対してどのような問い合わせ処理を

行ったかの稼動実績を蓄積するのは，アクセスログである。

イ）ファイアウォールまたはプロキシの説明である。
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エ）DHCP（Dynamic Host Configuration Protocol）の説明である。

問９　解答　エ　データマイニング

データマイニングに関する問題である。データマイニング（Data

Mining）とは，大量に蓄積された生データを解析することで，項目間に存

在する相関関係や一定のパターンを見つけ出すことである。その規則性の

中から有用な仮説を構築する。例えばコンビニの顧客販売データから，

『夜，週刊誌を買う顧客は一緒に弁当を買う可能性が高い』という相関関

係が見つかるとする。この関係から顧客像を明らかにし，さらに隠された

顧客ニーズを『掘り起こす（マイニング）』ことが，データマイニングで

ある。データマイニングでは，ニューラルネットワークや統計解析などの

手法が用いられる。

ア）MOLAP（Multi-dimensional On-line Analytical Processing）の説明で

ある。

イ）オブジェクト指向におけるカプセル化の説明である。

ウ）データベースの高速化に関する説明である。

問10 解答　エ　データベースへのアクセス要求

データベースへのアクセス要求に関する問題である。データに対するア

クセスモードには「共用」と「排他」の２通りがある。

共用…プログラム（タスク）が，他のプログラム（タスク）と同時に

データベースへアクセスすることを認めるアクセスモード。並行

実行可能で，データベースへロックをかける必要が無い処理の場

合に用いられる。

排他…プログラム（タスク）が，他のプログラム（タスク）と同時に

データベースへアクセスすることを認めないアクセスモード。並

行実行不可能で，データベースへロックをかける必要がある処理

の場合に用いられる。先行プログラム（タスク）が排他モードの

場合，後続プログラム（タスク）は，モードの如何に関わらず先

行プログラム（タスク）の終了まで待たされる。
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ア）先行プログラムが共用モードで，後続プログラムが排他モードの場合，

後続プログラムは先行プログラムが終了するまで実行できない。また，

先行プログラムが排他モードの場合，後続プログラムはモードの如何

に関わらず先行プログラムが終了するまで実行できない。

イ）先行プログラムが共用モードで，後続プログラムが排他モードの場合，

後続プログラムは先行プログラムが終了するまで実行できない。

ウ）先行プログラムが排他モードの場合，後続プログラムはモードの如何

に関わらず先行プログラムが終了するまで実行できない。

問11 解答　ア　再入可能プログラム

再入可能（リエントラント）プログラムの特徴に関する問題である。再

入可能プログラムとは，複数のタスクから同時に実行できるプログラムで

ある。同時実行を可能にするためには，プログラム中の手続き部分とデー

タ部分とを分離させ，データ部分である局所変数を，実行されるタスク単

位に別々に格納しなければならない。

それに対し，複数のタスクから同時に実行することが不可能なプログラ

ムのことを「逐次再使用可能なプログラム」と呼ぶ。よってア）が正解で

ある。

イ）再入可能プログラムは逐次再使用可能プログラムからでも呼び出せる。

ウ）再入可能であることと，待ち状態が発生することは関連しない。

エ）逐次再使用可能なプログラムは同時実行不可能であり，再入可能プロ

グラムとして使用できない。

問12 解答　エ　CGIの機能と仕組み

CGI（Common Gateway Interface）の機能と仕組みに関する問題である。

CGIとは，ブラウザからの要求を受け取り，Webサーバ側で処理を実行

し，その結果をブラウザに返すためのインターフェース規定のことである。

CGIを利用したプログラムのことをCGIプログラムと呼ぶ。CGIプログラ

ムを作成するための代表的な言語としてPerlが挙げられる。

CGIを利用することにより，単にHTML（Hyp e r  T e x t  M a r k u p
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Language）を記述しただけでは実現できない，「動的な」画面制御が可能

となる。また，CGIはサーバ側に配置され，独自のプロセスを生成する。

よって正解はエである。

ア）CGIが提供する機能は，HTMLのフォームでは代替できない。

イ）CGIは言語仕様ではない。

ウ）CGIはサーバ側で動作する。

問13 解答　ウ　無条件分岐をもたないプログラム言語

無条件分岐（goto文）を持たないプログラム言語を選択させる問題であ

る。

構造化プログラミングでは，無条件分岐をできるだけ避けることが推奨

されているが，多くのプログラム言語は無条件分岐命令を持っている。

「goto文はあるが，使用はできるだけ避ける」というのは古くからプロ

グラマの常識であった。しかし「完全に使用しない」ことを実現するため

には，「無条件分岐の必要性がない言語体系」でなければならない。完全

オブジェクト指向型言語がそれに該当する。各選択肢の中ではJavaが完全

オブジェクト指向型の言語であり，無条件分岐命令を持っていない。それ

に対し，C＋＋，COBOL，Pascalはそれぞれ無条件分岐命令を持ってい

る。よってウが正解である。

問14 解答　ア　XMLとHTMLの比較

HTML（Hyper Text Markup Language）はブラウザ上に文書表示する

ためのマークアップ言語である。タグを利用してホームページなどが簡易

に作成でき，現在ではかなり普及している言語である。

これに対し，XML（eXtensible Markup Language）はタグ名を任意に

定義可能にしたマークアップ言語である。HTMLでは対象を「文書」とし

て扱うが，XMLでは「データ」として扱うことが可能になった。

このことは情報システム間のデータ交換を容易にすることを意味し，電

子商取引等におけるデータ交換での利用が有望視されている。

イ）スタイル言語とは，データに体裁を整えて出力するために記述する言
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語である。HTMLはデータと表示が一体化しており，スタイル言語を

内包している。それに対し，XMLは任意のタグを利用できるため，

複数のスタイル言語を利用することができる。

ウ）XMLはHTMLの表示性能向上を目的とした言語ではない。

エ）SGML（Standard Generalized Markup Language）は1987年にISO標

準8879として承認されたマークアップ言語である。しかしその規格が

大きくなり過ぎたため，普及していない。HTML，XMLはともに

SGMLの重要部分を抜き出して開発されたマークアップ言語であり，

利用が進んでいる。

問15 解答　エ　RAD（Rapid Application Development）の特徴

RADはソフトウェア開発プロセスモデルの一つである。少数精鋭で

チームを編成し，「タイムボックス」と呼ばれる２～３ヶ月の期間を設定

する。標準化，データベース構築，プロトタイピング，ユーザレビュー，

システム生成，テストという一連の開発作業（ライフサイクル）をこのタ

イムボックス内で実施する。CASEツールなどの各種ツール類を最大限に

利用することも特徴である。

ア）エンドユーザの参画もRADの特徴であるが，主に要求分析や設計作

業においてであり，「開発の最初と最後のフェーズのワークショップ」

という表現は適切ではない。なお，RADにおけるエンドユーザの参

画技法として代表的なものにJAD（Joint Application Design）やJRP

（Joint Requirements Planning）が挙げられる。

イ）RADでは，設計も製造も同一のチームで行う。

ウ）ライフサイクルは標準化，データベース構築，プロトタイピング，

ユーザレビュー，システム生成，テストである。

問16 解答　エ　進化型のアプローチ

進化型アプローチとは，システム構築の対象となる業務が専門的であり，

知識習得に長い期間が必要となる場合に有効なアプローチである。

全ての要求定義を行ってから開発を進めるのではなく，要求自体を部分
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的に定義することから始めるのが特徴である。

定義された要求は，後続する開発で見直しを行う。限られた知識範囲か

らシステム構築をスタートすることができ，要求定義の対象業務が広がる

につれ，システム開発側も対象業務に対する知識が徐々に蓄積される。

ア）プロトタイプアプローチの説明である。

イ）進化型アプローチではサブシステム開発を並行的に進めない。

ウ）進化型アプローチでは，開発の順序はあらかじめ定義されていない。

問17 解答　ウ　オブジェクト間の関係

オブジェクト間の関係に関する問題である。オブジェクト間の関係には

「is―a関係」と「part―of関係」がある。is―a関係は包含関係であり，抽象化

を「汎化」その逆を「特化」と言う。part―of関係は構成関係であり，「集

約化」「分解」の関係を持っている。表の関係を図示すると次のようにな

る。

よって正解はウである。

問18 解答　ア　カプセル化の効果

オブジェクト指向における，カプセル化の効果についての問題である。

オブジェクト指向では，他のオブジェクトから見える振る舞いとしての

インターフェースと，オブジェクト自体の内部データや手続きとを明確に
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切り分けて捉える。そして内部データや手続きを外から見えなくしてしま

う。これをカプセル化（または隠蔽）と呼ぶ。

オブジェクトの利用者は，オブジェクトの内部構造を意識することなく，

オブジェクトを利用することが可能である。

また，オブジェクトは外から見えるインターフェースだけを保証すれば

良く，内部構造を変更しても他のオブジェクトに影響を及ぼしにくい。

よって正解はアである。

イ）親クラスの属性はそのまま子クラスの属性となる。このことを継承と

言い，カプセル化とは別の概念である。

ウ）独自データ型の定義も可能だが，カプセル化の効果とは直接関係しな

い。

エ）メッセージパッシングについての説明である。

問19 解答　エ　連想コード

連想コード（Mnemonic Code）は，表意コードとも言い，データの

コード化に使用するコード形式のひとつである。対象を連想させる文字や

記号をコードの一部に取り入れ，コードを見ただけでそれが何であるかを

分かりやすくしたコード形式である。国や空港なども連想コード形式で

コード化されている。（例：成田空港→NRT）

（主なコード形式）
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　 コード形式 概要 例 

1 シーケンスコード 
（順番コード） 

発生順等，何らかの順番で連番を
付ける。 

01：北海道 
02：青森県 

2 ブロックコード 
（区分コード） 

対象をグループ化し，同一桁で同
一番号を使用する。 

0101：営業部１課 
0102：営業部２課 
0201：開発部１課 

3 連想コード 
（表意コード） 

対象の名称や略称をコードの一部
に取り入れる。 

NRT：成田空港 
JFK：JFK空港 
LHR：ヒースロー空港 

4 10進コード 
（細分化コード） 

一桁ずつ，下位桁に行くほどグル
ープが細分化していくコード体系 

1 ：資産の部 
11 ：流動資産 
111 ：現預金 
1111：現金 
1112：預金 
112 ：売掛金 



問20 解答　ア　アローダイアグラム

アローダイアグラムからクリティカルパスを算出すればよい。経過日数

をカッコで，クリティカルパスを太線で表すと以下のようになり，全体の

所要日数は24日である。

選択肢中でクリティカルパス上の工程が記述されているのはアであり，

②から④の工程が１日早く終われば，全体の所要日数は23日になり，１日

早く終わることになる。

よってアが正解である。

問21 解答　エ　ソフトウェア開発チームの編成

ソフトウェア開発における組織形態の問題である。民主的チームは，メ

ンバが平等の立場で意見交換ができる反面，リーダーが不在のため，統制

力が弱い。

ア）指示伝達系統が明確であることも階層型チームの特徴である。一方で，

チームを越えたメンバー間のコミュニケーションを上位階層の要員を

通して行うためコミュニケーション負荷が増えることになる。

イ）マネージャは管理専門の要員とは限らない。むしろ同じスペシャリス

トで経験豊富な要員が担当することが多い。

ウ）大規模なプロジェクトにも適用可能である。
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問22 解答　エ　プロセス成熟度

ソフトウェア開発組織の能力を評価する尺度として，プロセスの成熟度

を測るためにカーネギーメロン大学SEI（Software Engineering Institute）

のハンフリー（Humphrey）氏らが提案したモデルが，CMM（Capability

Maturity Model）である。CMMでは評価尺度は以下の５段階に分けられて

いる。

・レベル１（初期のレベル）：組織として保証できる状態でない。

・レベル２（反復可能なレベル）：スケジュールや予算を管理でき，統計

的に容認できる範囲に収まる状態。（イ）

・レベル３（定義されたレベル）：標準的なプロセスが明文化され，組織

内のすべての人が利用できる状態。（ウ）

・レベル４（管理されたレベル）：品質と生産性を改善するための指標が

測定されおり，改善活動を実施している。プロセス全体が計画時点から組

織的に管理できている状態。（ア）

・レベル５（最適化するレベル）：組織自ら環境に合わせてプロセスを改

善するための仕組みが規程されている状態。（エ）

問23 解答　イ　コードインスペクションの効果

総バグ推定数

5×6,000÷1,000＝30

コードインスペクションを実施しなかったときの推定修復時間

5×30＝150

コードインスペクションを実施したときの推定修復時間

1×（30×0.9）＋5×（30×0.1）＝42

コードインスペクション時間

4×6,000÷1,000＝24

効果の期待値

150－（24＋42）＝84
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問24 解答　ウ　リポジトリの構築理由

リポジトリとは，各工程での成果物を一元的に管理するために，用語辞

書，データ項目辞書，及び帳票・画面仕様書などを相互関係を含めて保管

するものである。このことにより，用語の統一化，及び開発・保守作業の

効率化が図れる。

どの選択肢もリポジトリ機能を提供しているツールに付帯機能として提

供されていることが多いので，リポジトリ本来の目的と混同しないように

注意する必要がある。

ア）プロセスプログミングツールの説明である。

イ）プロジェクト管理ツールの説明である。

エ）品質管理ツールの説明である。

問25 解答　ウ　課金制度

課金制度とは，システム運用に関わる費用をユーザ部門に課金する制度

であり，利用時間等，何らかの尺度により，利用の度合いに応じて金額を

決定するのが一般的である。このことにより，システム運用に関わる費用

をユーザ部門に意識させることができるとともに，費用の抑止や配賦の公

平性確保の手段となる。

ア）コンピュータを利用した計算処理を外部へ委託することである。イの

外部委託制度の１形態であり，古くから実施されているアウトソーシ

ングの形態であると言える。

イ）システム運用業務について他の会社へ業務委託することである。計算

機をユーザ側で保有し，運用業務の一部のみを委託する形態から，計

算機を保有せず，全ての業務を委託するまで様々な形態が存在する。

エ）原価計算の１方式であり，実際の購入価格を原価とみなすのではなく，

あらかじめ定めておいた標準価格を原価として計算する方法である。

問26 解答　ウ　ツールレス保守

ツールレス保守とは，工具を使用せずに保守できるように工夫したもの
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である。スキルが低い作業員やユーザ自身で保守作業が可能なため，保守

費用を軽減できる。

ア）遠隔保守の説明である。

イ）予防保守の説明である。

エ）フェールセーフに関する説明である。

問27 解答　ウ　マージンテスト（マージナルテスト）

問題の発生を防止するために，問題が発生する前に実施する保守が，予

防保守である。そのためには，事前に問題が発生しやすい箇所を把握して

おく必要がある。そのためのテスト方法の一つが限界値の負荷を継続的に

与えるマージンテスト（マージナルテスト）である。このテスト結果から，

故障発生に至るデータが取得でき，そのデータを基にした分析結果が，故

障を回避するための保守作業内容を定義するための基礎となる。

したがって，ウが正解となる。

ア）問題が発生してから実施する保守である。

イ）定期的な保守である。

エ）定期的な保守とは別に臨時に実施する保守である。

問28 解答　ア　ソフトウェア製品の品質特性

ソフトウェア製品の品質特性は，機能性，信頼性，使用性，効率性，保

守性，移植性の６つの特性に分類されている。信頼性は，成熟性，障害許

容性及び回復性の３つの副特性を持つ。

ここでは，回復性の説明となっているアが正解となる。

イ）保守性の副特性である解析性の説明である。

ウ）使用性の副特性である運用性の説明である。

エ）機能性の副特性である相互運用性の説明である。

参考のため，以下にJIS X 0129で定義されている品質特性と副特性を列

挙する。
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・機能性（Functionality）：合目的性，正確性，相互運用性，標準適合性，

セキュリティ

・信頼性（Reliability）：成熟性，障害許容性，回復性

・使用性（Usability）：理解性，習得性，運用性

・効率性（Efficiency）：時間効率性，資源効率性

・保守性（Maintainability）：解析性，変更性，安定性，試験性

・移植性（Portability）：環境適応性，設置性，規格適合性，置換性

問29 解答　ア　ソフトウェアの保守管理

保守作業内容に含まれるタスクかどうか判別し，作業生産性に影響を与

えるかどうかを判断して解答を導く。障害件数は頻度の問題であり，生産

性に影響を与える要因ではない。

イ）検証をしやすいかどうかは，テストケースの検討負荷やテストケース

の数に影響するため，生産性に影響すると考えられる。

ウ）変更作業の生産性に直接影響する。さらに，バグの発生率が高くなる

ことも予想されるため，テストを綿密に実施する必要性があることも，

生産性に影響を及ぼす。

エ）影響調査分析や，設計書及びプログラムの変更作業の生産性に影響す

る。

問30 解答　ウ　データの種類とグラフとの組み合わせ

店舗ごとの売場面積と売上の関係は，相互関係を見ることが目的なので，

散布図を使うと良い。したがって，ウが正解である。

ア）「売上と経常利益が数倍から数十倍の開きがある」という記述は正し

いが，そのためにグラフは縦軸を左右２本にして，目盛りの単位を変

えて描くのが一般的である。目盛りの幅を大きいほうに合わせると，

他方の変化が小さくなり，グラフを読み取りづらくなる。

イ）Bは半導体の集積度であり，急増している印象があるが，指数関数的

にではなく比例的に増加してきている。かつてインテル社の会長を務

めたムーア氏が「半導体の集積度は18ヶ月～24ヶ月で２倍となる」と
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語ったのがムーアの法則である。

エ）１つのデータ列であり，目盛りの単位を変える必要はない。

問31 解答　イ　暗号方式

共通かぎ暗号方式は暗号化と復号に同じかぎを使用する暗号方式であ

る。送信者と受信者とが同じかぎを持たなければならない。かぎを安全に

管理するためには，かぎの受け渡しが問題になる。しかしロジックはシン

プルになるため，処理は高速化できるという利点がある。共通かぎ暗号方

式としてはDESが最も普及しているが，DESよりも強力な暗号方式である

スイスのIDEAや，米国の次世代規格と目されているAESなどもある。

ア）AESは共通かぎ暗号方式である。

ウ）秘密かぎと公開かぎのどちらを暗号化に利用し，どちらを復号に利用

するかは，暗号化を利用する処理によって異なる。

エ）ディジタル署名には公開かぎ暗号方式が利用される。

問32 解答　エ　ファイルサーバのアクセス権

ファイルサーバに対するアクセス権を設定し，実現可能なアクセスを問

う問題である。部門共通フォームの標準書式はサーバ管理者だけが更新す

るとなっているので，サーバ管理者を除くすべての利用者は読取りだけが

できる。

ア）個人のディレクトリはその個人だけが使用するとなっているので，

サーバ管理者でもアクセスできない。

イ）サーバ管理者は個人のディレクトリにアクセスできないし，部門共用

のディレクトリは誰でも読み書きできるので，サーバ管理者も読み書

き可能である。

ウ）個人のディレクトリは自分以外の人は読取りもできないし，部門共用

のディレクトリに対しては誰でも読み書き可能である。

問33 解答　イ　中断による損失額と復旧対策投資との関係

災害に伴う処理中断によって生じる損失額と，復旧対策に投資する費用
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を，中断時間と復旧時間との関係で表わしたグラフの見方に関する問題で

ある。

復旧時間を早くするためには，対策により多くの投資が必要となる。ま

た，中断時間が長ければ，それだけ損失額が膨らむ。

したがって，グラフAが対策費用と復旧時間との関係を表わしており，

グラフBは損失額と中断時間との関係を表わしている。

問34 解答　イ　リスクファイナンス

リスク対策の一つであるリスクファイナンスに関する問題である。

リスクそのものを抑えるのがリスクコントロールであり，リスクを評

価・分析して，リスクを極力発生させないように図る。しかしリスクコン

トロールを行っても，完全にリスクを取り除くことは困難であるため，リ

スクファイナンスを実施する。

リスクファイナンスとは，リスクに対応するためにあらかじめ資金面で

の手当をしておくことである。リスクファイナンスには移転と保有がある。

保険に加入するなどしてリスクを第三者に移すことがリスク移転であり，

内部留保などでまかない，リスクを第三者に移転しない対策がリスクの保

有である。

ア）損失の発生率を低下させ，損失防止を図る対策は，リスクコントロー

ルの一つである。

ウ）リスクの原因を除去してリスク回避を図る対策は，リスクコントロー

ルの一つである。

エ）リスクを扱い易い単位に分解または集約することによってリスクの分

離・結合を図るのは，リスクコントロールの一つである。

問35 解答　イ　システム開発と取引のための共通フレーム（SLCP―JCF98）

SLCP―JCF98は，ISOが1995年８月に策定したSLCPの国際規格である

ISO12207に準拠して，さらに日本の商慣習等を反映したSLCPである。そ

の目的は，ソフトウェアを中心としたシステム開発作業全般にわたって，

“共通のものさし”や“共通語”を使うことによって，作業範囲・作業内
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容を明確にし，購入者と供給者の取引を明確にすることにある。

ア）SLCP―JCF98はISO12207にシステム監査プロセスを追加して策定され

ている。

ウ）SLCP―JCF98はシステム開発取引を対象としているものであり，ソフ

トウェアの購入取引を対象としているものではない。

エ）ウォーターフォール型を前提としているわけではない。

問36 解答　ア　収穫戦略

収穫戦略は，主に製品ライフサイクルの成熟期から衰退期にかけて採用

される戦略であり，既存製品のコストを引き下げ，キャッシュフローを増

大させることが目的である。

イ）収穫戦略は，新規事業に進出するのではなく，既存製品から得られる

利益を最大化させることが目的である。

ウ）収穫戦略は会社を売却することではなく，既存製品のキャッシュフ

ローを最大化することが目的である。

エ）収穫戦略はマーケットシェア拡大よりも利益拡大をもくろむ。

問37 解答　ア　デルファイ法

デルファイ法とは，多くの人に同一のアンケート調査を繰り返し，回答

者の意見をまとめる手法である。前回の調査結果を回答者にフィードバッ

クし，全体の意見を参考にして回答者が回答内容を修正できることが特徴

である。

イ）マトリックス法とは，マトリックスを利用した整理方法である。

ウ）ミニマックス法とは探索アルゴリズムの一つであり，相手が常に最善

手を実行した場合の最善手を探る手法である。

エ）モンテカルロ法とは，乱数を用いて，確率に直接関係ない問題も確率

を利用して解くという手法である。
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問38 解答　ウ　リーダシップスタイル

組織とリーダシップの関係に関する問題である。

組織発足当初は，構成員や仕組みの成熟度が低いため，仕事本位のリー

ダシップで引っ張っていく。したがって，選手をきちんと管理することに

よりリーダシップを発揮する。（a）

徐々にリーダと構成員との人間関係が醸成されると，構成員をより重視

したリーダシップに移行する。すなわち，戦略の策定に際して，選手と十

分に話し合うようにする。（b）

さらに構成員が成熟してくると，選手の自主性がより高まってくるため，

特にうるさく言わずとも，リーダの意図を察知したり，適切な行動が取れ

る頻度が増えてくる。（c）

構成員が十分に成熟すると，選手は基本的に自主性を持って行動できる

ようになるため，選手の自主性を損なわないことが成功を導くことにつな

がる。（d）

問39 解答　ウ　システム導入効果目標設定

現状の顧客訪問時間は，１日５件訪問して５時間かかっているため，１

件当たりの訪問時間は１時間である。１件当たりの訪問時間を変えずに１

日の訪問件数を６件に増やすため，システム導入後の１日の顧客訪問時間

は６時間確保する。

現状の訪問準備時間は５件の訪問に対して1.5時間要しているため，１

件当たり0.3時間（1.5÷5）の準備時間をかけていることになる。システム

の導入によって１件当たり0.1時間短縮できるため，システム導入後の１

件当たり準備時間は0.2時間（0.3－0.1）となる。１日の訪問件数は６件に

増やすため，システム導入後の１日当たりの訪問準備時間は1.2時間

（0.2×6）となる。

総業務は８時間であるため，その他業務時間に割当てられる時間は0.8

時間（8－6－1.2）となる。現状のその他業務時間は1.5時間であるため，

0.7時間（1.5－0.8）短縮する必要がある。
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問40 解答　ア　ビジネスプロセスのモデル設計

システム分析におけるビジネスプロセスのモデル設計をどのように進め

たらよいか，ということが問われている。

ビジネスプロセスモデルを設計するためには，現状にとらわれることな

く，本来あるべき理想のモデル（To―Beモデル）を描くことが求められ

る。

イ）実在する組織を前提とはしない。理想のモデルを描くためには，組織

改革を伴うこともありうる。

ウ）職能の構造ではなく，業務の流れを重視して定義する。

エ）ビジネスモデルはあるべき業務の流れを描くことが目的なので，具体

的な組織名やシステム名称を記述する必要はない。

問41 解答　エ　損益分岐点売上の計算

損益分岐点の売上高を求める問題である。

問題の条件をグラフ

化すると右図のように

表せる。

売上線と総費用線の

間の差のうち損益分岐

点の右側の上向き矢印

（●）が利益，反対側

の下向き矢印（◎）が損失を意味する。

利益を出すためには，損益分岐点の売上高を越える売上を達成すればよ

い。

先ず，損益分岐点を求めるため売上線と総費用線の交わる点（★）の受

講者数を求める。

損益分岐点は，以下の式で表すことができる。

売上＝総費用 ・・・・①

一方，売上，変動費，総費用を式で表すと
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売上＝受講料×受講者数 

総費用＝固定費＋変動費 

変動費＝教材費×受講者数 
固定費 

受講者数 

売上・費用 

損益分岐点 
 



売上＝受講料×受講者 ・・・・②

変動費＝教材費×受講者 ・・・・③

総費用＝固定費＋変動費 ・・・・④

である。①式に，②～④および設問の条件をあてはめると，

受講料×受講者数＝固定費＋変動費

7,000円×受講者数＝320,000円＋1,000円×受講者数

受講者数＝320,000円÷6,000＝53.333…　＝54人

損益分岐点売上＝7,000円×54人＝378,000円

となる。

問42 解答　エ　後入先出法による原価計算

後入先出法による売上原価計算の問題である。後入先出法とは，後に仕

入れたものから先に販売したものとして原価計算を行なう方法である。

左図に示すとおり，９

月10日の売上時点で，後

入先出法では，９月６日

に単価５万円で仕入れた

商品が50個販売されたと

みなされる。

したがって，９月10日

の売上に対する原価は，

250万円（５万円×50個）

である。

また，９月25日の売上

時点では，９月17日に単

価４万円で仕入れた商品

がまず販売され，さらに

残りの50個が単価３万円

で仕入れた前月繰越商品であるとみなされる。
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９月10日の売上時点 

9／6 仕入商品　50個 
@　5万円 

前月繰越商品 
@　3万円 

9／10 売上　50個 
@　5万円 

９月25日の売上時点 

9／17 仕入商品　50個 
@　4万円 

前月繰越商品 
@　3万円 

9／25 売上　100個 
   @　4万円×50個 
   @　3万円×50個 



したがって，９月25日の売上に対する原価は，350万円（４万円×50

個＋３万円×50個）となる。

よって，９月の売上原価は600万円（250万円＋350万円）であり，エが

正解となる。

問43 解答　エ　問題解決手法

問題解決手法についての理解を問う問題である。

ワークデザイン手法とは，「機能除去の原則」「インプットアウトプット

単純化の原則」「オートメーションの原則」「データ処理の自動化」「コン

トロールの自動化」「資源利用の原則」「正常性の原則」に基づき理想的な

システムを設計するための米国の手法でナドラー教授が考案した。

ア）KJ法：川喜田二郎氏の考案したデータ整理法。ブレーンストーミン

グ等で出た意見・アイデアを整理し，関連の大きいものをグルーピン

グすることにより構造化し，問題の解決策を考えるものである。

イ）親和図法：新QC７つ道具の１つでKJ法と同様な手法。

ウ）線形計画法：制約条件の下で，最大の効果を出す資源配分の問題を解

くオペレーションズリサーチの一手法である。

問44 解答　エ　決定理論による意思決定

決定理論による意思決定の問題である。本問題のように景気や自然現象

など，予測が困難な事象に対して適用される代表的な意思決定手法である。

人間や企業のように合理的な判断を行なうような競争相手を対象にする場

合は，ゲーム理論を用いる。純粋戦略および混合戦略は，ゲーム理論にお

ける意思決定手法であり，本問題の意思決定には適さない。

決定理論の各々の原理に基づいた代替案を示す。

マクシマックス原理

各投資案の利益の中で，それぞれの最大値を比較し，その中で最大の利

益をもたらすものを案として採用するものである。本問の条件の場合，利

益＝500を生み出す積極的投資がマクシマックス原理に基づいた最適代替
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案である。

マクシミン原理

ミニマックス原理とも呼ぶ。各投資案の利益の中で，それぞれの最小値

を比較し，その中で最大の利益をもたらすものを案として採用する。消極

的投資であれば最悪景気が悪化した場合でも200の利益が確保できると考

える。

したがって，エが正解である。

なお，代替案がいくつかある場合，それぞれの代替案を純粋戦略と呼び，

代替案の中から１つを選択することを純粋戦略をとるという。混合戦略と

は，代替案（純粋戦略）をある確率で組み合わせて採用することをいう。

問45 解答　イ　最短経路選択

最短経路探索問題である。

あるノードmから他のノードnに移動するために必要な運賃を

f（m，n）

とすると，あるノードmから目的地nまで移動するのに要する最も安い運

賃は，

h（m）＝min（f（m，n）＋h（n））
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　 　 悪化 横ばい 好転 最大値 評価 

投資計画 積極的投資 50 150 500 500 ←採用案 

継続的投資 100 200 300 300 　 

消極的投資 200 250 280 280

　 　 悪化 横ばい 好転 最小値 　 

投資計画 積極的投資 50 150 500 50 　 

継続的投資 100 200 300 100 　 

消極的投資 200 250 280 200 ←採用案 



で表せる。

出発地からの最短運賃を求めるためには，h（出発地）を求めればよい。

h（出発地）を求めるために，目的地から逆算して求めていくと解ける。

h（目的地）＝0

h（中継地8）＝min（f（中継地8，目的地）＋h（目的地））＝7

h（中継地7）＝min（f（中継地7，目的地）＋h（目的地））＝4

h（中継地6）＝min（f（中継地6，中継地7）＋h（中継地7），f（中継地6，

中継地8）＋h（中継地8））＝min（8＋4，3＋7）＝min（12，10）＝10

h（中継地5）＝min（f（中継地5，中継地7）＋h（中継地7），f（中継地5，

中継地8）＋h（中継地8））＝min（7＋4，5＋7）＝min（11，12）＝11

h（中継地4）＝min（f（中継地4，中継地7）＋h（中継地7），f（中継地4，

中継地8）＋h（中継地8））＝min（10＋4，11＋7）＝min（14，18）＝14

h（中継地3）＝min（f（中継地3，中継地4）＋h（中継地4），f（中継地3，

中継地5）＋h（中継地5），f（中継地3，中継地6）＋h（中継地6））＝min

（6＋14，8＋11，10＋10）

＝min（20，19，20）＝19

h（中継地2）＝min（f（中継地2，中継地4）＋h（中継地4），f（中継地2，

中継地5）＋h（中継地5），f（中継地2，中継地6）＋h（中継地6））

＝min（4＋14，6＋11，5＋10）＝min（18，17，15）＝15

h（中継地1）＝min（f（中継地1，中継地4）＋h（中継地4），f（中継地1，

中継地5）＋h（中継地5），f（中継地1，中継地6）＋h（中継地6））

＝min（8＋14，8＋11，7＋10）＝min（22，19，17）＝17

h（出発地）＝min（f（出発地，中継地1）＋h（中継地1），f（出発地，中継

地2）＋h（中継地2），f（出発地，中継地3）＋h（中継地3））

＝min（6＋17，5＋15，2＋19）＝min（23，20，21）＝20

したがって，イが正解である。

問46 解答　ア　インターネットサービスプロバイダに適用される法律

電気通信事業法の規定する事業者には，通信設備を自ら所有する第一種

電気通信事業者と設備を借用して事業を運用する第二種電気通信事業者が
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ある。NiftyやBiglobeなど多くのインターネットサービスプロバイダ（ISP）

は，第二種電気通信事業者であり，電気通信事業法が適用される。

その他の選択肢は，インターネットサービスプロバイダとは無関係であ

る。

イ）電波法：電波の公平かつ能率的な利用を促進するためのもので，

300MHz以下の電磁波を利用する無線通信を行なうものが対象であ

る。

ウ）放送法：放送とは，ラジオやテレビなどの無線またはCATVなどの有

線設備を用いて公衆に対し伝え送ることであり，その事業者に対する

免許制度などを定めている。

エ）郵便法：郵便事業について定めている。

問47 解答　エ　ソフトウェアの著作権

職務上作成したプログラムの著作権は，著作権法第15条第２項に次のよ

うに規定されていることからエが正解である。

著作権法第十五条２

法人の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプロ

グラムの著作物の著作者は，その作成の時における契約，勤務規則その他

に別段の定めがない限り，その法人とする。 

ア）データベースの内容や論理構造自体は，著作権保護の対象とはならな

い。

イ）ソフトウェア情報センター（SOFTIC）は，「プログラム著作物に係る

登録の特例に関する法律」に基づき，プログラムの著作物の登録を実

施している。本機関に，創作年月日を登録しておくことにより，著作

権に関する紛争処理を有利に進めるのに役立つ。プログラムの著作権

そのものは，本機関への登録の有無とは関係なく効力が発生する。

ウ）特許に関する説明である。

問48 解答　エ　ソフトウェアの著作権

著作権法によると著作者は，著作物を創作する者をいう（著作権法２条
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１項２号）。従って，発注者がプログラムの要求仕様を提示して作成を依

頼する場合でも，その発注者はプログラムの作成に創作的に関与したとは

みなされず，著作者は実際にプログラムを作成したB社とみなされる。も

しA社が著作権を取得したい場合は，特段の取り決め（すなわち著作権譲

渡契約）を締結する必要がある。

したがって，エが正解である。

問49 解答　ウ　労働者派遣事業法

労働者派遣事業法（正式名称：『労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律』）に関する問題である。

労働者派遣事業において，派遣元企業は，労働者の派遣に先立ち派遣先

企業と労働者派遣契約を締結する。また，労働者の派遣元企業は労働者と

雇用契約を締結する。派遣先企業は，派遣元企業から派遣された労働者に

対して指揮命令権を有するが，『労働者派遣の役務の提供を受ける者のた

めに，就業中の派遣労働者を直接指揮命令する者に関する事項』を労働者

派遣契約において定めることを義務付けられている。（労働者派遣事業法

第26条の３）

ア）請負契約：受注者が規定された調達物を供給する義務を負い，発注者

がその対価を支払う義務を負った契約。一般的に，労働者の派遣とは

無関係な契約である。

イ）雇用関係：設問では，派遣元企業と労働者の関係である。

エ）労働者派遣契約関係：設問では，派遣元企業と派遣先企業の関係であ

る。

問50 解答　ア　システムインテグレータ登録・認定制度

システムインテグレータ登録・認定制度の概要を問う問題である。シス

テムインテグレータ登録制度は，システムインテグレーションサービスを

的確に遂行できる経理的基礎，技術的能力，システムインテグレーション

サービスの実績を備えている企業を「情報サービス企業台帳」に登録する

制度であり，登録の有効期間は，２年間である。システムインテグレータ
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認定制度は，登録企業のうち「統合システム保守準備金制度（システムイ

ンテグレーション税制）」の適用が適切であると認められる企業は経済産

業大臣が認定を行い，優遇措置が図られる制度である。なお，平成15年度

税制改正により「システムインテグレータ認定制度」は廃止されている。

イ）システムインテグレーション税制の適用条件は，

・システムインテグレーションサービス契約を行なうこと

・無償保守期間が１年以上

・ハードウェアを除く受託金額が3,000万円以上

である。

ウ）認定をおこなうのは，経済産業大臣である。

エ）保守準備金は，10％まで積み立てることができる。
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平成１４年度秋期
午後Ⅰ問１ 合併に伴う営業戦略の転換

◆解答の着眼点

事業領域（ドメイン）の異なるソフトウェア会社同士の合併を題材にし

た問題で，この試験を受験される IT関連企業にお勤めの方にとっては，

取り組みやすいテーマであったかと思う。

A社と B社は，情報戦略や情報化計画の立案からシステム機器販売ま

でのトータルサービスを提供できる体制を合併によって構築する。これ

は，顧客とのつながりを緊密にして顧客満足を高め，顧客と企業の相互に

利益をもたらすために有効な企業戦略といえる。

本問では，システムインテグレータ（SI企業）における合併後の営業

支援システムのあり方が問われている。

解答にあたっては，合併後の C社について問題文に明記されていない

以下の点を推測する必要がある。

１．営業支援システムの他，プロジェクト管理や販売管理などの各システ

ムが社内の各業務に対して果たしている役割・分担

２．社内情報システムの構築方法

本問は特別な知識を必要としないが，このような推測が必要である点に

難しさがある。

◆解答例

（設問１）

（１）顧客をキーにして複数の営業案件や過去の案件をまとめて見る機能

を有しているため（３８字）

（２）システム機器販売の営業案件を管理し，販売管理システムに引き継

ぐことができるため（３９字）
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（設問２）

（１）ターゲット企業として選定した企業の課題やニーズの状況及びその

分析結果情報（３６字）

（２）自社が提供したサービスの実績を公開できる範囲でサービスメニュ

ー別に整理した情報（３９字）

（設問３）

（１）営業案件とサービスメニューとを関連付け，案件の属性として保有

できるようにする機能（４０字）

（２）実績情報に加えて，成約に至っていない商談情報を経営管理システ

ムに引き渡す機能（３８字）

◆解説

（設問１）

A社と B社の営業支援システムを一本化するに当たって，B社のシステ

ムを選択する根拠をアプリケーション機能の観点から問われている。

まず，問題文の〔A社及び B社の営業支援システム〕に，B社システム

の優位性は「顧客をキーにして複数の営業案件や過去の案件をまとめて見

ることもできる」点であり，その他は A社とほぼ同一と説明されてい

る。これが１点である。

もう１点は，C社が今後トータルサービスを提供する計画であることか

ら導かれる。トータルサービスとは，コンサルティングから開発，機器販

売までの全工程をカバーすることを指す。合併後の C社はシステム機器

販売も手掛けるため，営業支援システムではこれらの全工程を管理する機

能が必要となる。つまりコンサルティング案件やシステム開発案件だけで

なく，システム機器販売も対象としなければならない。この点に注意すれ

ば，同じ〔A社及び B社の営業支援システム〕にある B社のシステム

は，システム機器販売の営業案件を管理する機能も実現できているとの記

述から解答が導かれる。これらの記述を問題文に則して忠実にまとめて解
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答例とした。

（設問２）

開拓営業は，受注促進策であるとともに，A社の弱みである「顧客の業

種や規模はまちまちである」「スキルの蓄積が図れず，サービス品質が維

持できていない」という点への対応策でもある。

〔C社の営業戦略〕には開拓営業の推進方法として，以下の３点が記述

されている。

・顧客の課題やニーズに対するソリューションとしてのサービスメニュー

を用意し，質の高いサービスを提供することによって，同一顧客からの

継続的受注やトータルサービスの受注につなげる。

・自社のサービスメニューに合致する１００～２００社を“ターゲット企業”

として選定し，その企業の状況を分析してコンサルティング部門に提供

する。コンサルティング部門では優先順位を設けて，ターゲット企業ご

とにトータルサービスの観点から多面的な営業活動を展開する。

・自社が提供したサービスの実績情報をサービスメニュー別に記録して，

公表できる範囲で営業活動に利用する。

まず，問題文の記述から，合併後の C社はコンサルティング部門の他

に，営業部門が設置されていると見られる。サービスメニューは，コンサ

ルティング部門を中心として業種や相手先の規模も含めた形で設定され，

それに合致するターゲット企業の選定とその企業の状況分析は，「コンサ

ルティング部門に提供する」という記述があるので，営業部門が担当する

と推測できる。また，設問には「蓄積すべき情報」とあるので，ここで問

われている情報とは，A社と B社のシステムには現在保有されておら

ず，かつ営業部門で作成して活用する情報と考えるべきである。

これらの条件から，下線部が営業支援システム内に蓄積すべき情報を示

す箇所であるが，「コンサルティング部門が提案の糸口を見つけるため

に」という設問を勘案すると後者の二つを選択するのが妥当であり，これ

を４０字以内にまとめて解答とした。
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（設問３）

設問には，「事業展開の意思決定や利益管理に営業案件の情報を反映さ

せる場合，営業支援システムとして必要になる機能要件」とあり，あくま

で営業支援システムが保有すべき機能が問われている。

〔C社向けに計画している経営情報システム〕には同システムの機能とし

て，「実績情報だけでなく，事業計画の進捗状況の把握や利益管理に役立

つ予測情報をタイムリーに出力する」「サービスメニューごとの計画と実

績を把握，分析して，将来の事業展開の意思決定に役立てる」とある。す

なわち，経営情報システムで実現すべきは「予測情報の出力」と「サービ

スメニューごとの計画と実績の把握，分析」である。

まず後者は，営業管理システムの案件情報にサービスメニュー区分を反

映することで実現できることは，容易に考え付くだろう。サービスメニュ

ーは営業部門で作成すると考えれば，その詳細情報は営業支援システムに

あり，これは同じシステム内で完結できる。

判断が難しいのは，前者である。予測情報をどのシステムで作成するか

で解答が異なってくる。問題文には経営管理システムと営業管理システム

などの他システムとの関連は明記されておらず推測が必要である。

「経営情報システムを構築して」とあるので，A社，B社とも現在経営

管理システムは稼動しておらず，合併後に構築する計画であることがわか

る。また，問題文に「１年後に対等合併し」とあり，設問１に「時間の関

係上，合併当初は B社のシステムを基礎にして必要な変更を加えて利用

することに決定した」とあるため，合併後の社内システムは全面更改では

なく，どちらかの会社のものを改変して利用すると考えられる。

以上から，経営管理システムと他システムの関連は，次のようなものと

推測され，営業支援システムは成約前のものも含めた案件情報を経営管理

システムに提供する機能が必要であることがわかる。

・営業支援システムは成約までを管理しており，受注した案件だけでな

く，商談中及び失注した案件も見積内容や成約確立といった情報を含め

て蓄積している。成約以降は，プロジェクト管理システムに委ねられ

る。このため，営業支援システムはあくまで営業部門のサポートが目的
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であり，案件毎の進捗管理や利益管理は同システムの範囲外である。

・経営管理システムは，営業管理システムなどの各システムから必要なデ

ータを収集し，これを蓄積・加工して自社の現状を分析する。

予測情報を営業支援システムで作成することは可能だが，他システムか

ら情報を収集する必要があり，経営管理システムで行うと考える方が無

理がない。

・予測情報を作成するために必要な案件情報は，受注実績だけでなく，成

約前の案件情報も含まれる。

サービスメニューの関連付けは，「サービスメニュー区分を案件情報の

入力項目として追加する」という解答も考えられるが，サービスメニュー

の内容が不明であり，断定的な表現を避けて解答例のような表現とした。

また，予測情報を作成するのは，営業支援システムではなく経営情報シ

ステムと考え，予測情報の作成において未成約の案件情報の重要性を強調

するため，「実績情報に加えて，成約に至っていない商談情報」という表

現を用いた。

予測情報を経営情報システムではなく，営業支援システムで作成すると

想定すると，以下の別解が予想される。

【別解】

「実績情報，事業計画の進捗状況及び各種予測情報を経営情報システム

に引き渡す機能（３８字）」

営業支援システム，経営情報システム，システムインテグ

レータ，ソリューション，営業案件管理
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平成１４年度秋期
午後Ⅰ問２ 情報システムの構想立案

◆解答の着眼点

地域再開発における情報システムの構想立案に関する問題で，この試験

では珍しいテーマであろう。

X自治体は，行政区域内にある会社の事業所の跡地を，ブロードバンド

通信環境の先進地域になるよう再開発する計画で，集合住宅棟，事務棟及

び商業施設で構成する街にする予定である。しかし，参加する集合住宅棟

事業者，事務棟事業者，商業施設事業者の情報システムに対するニーズが

異なる。これを調整して，ブロードバンド先進地域としてふさわしい情報

システムを構築するための方向付けについて問われている。

地域再開発という特殊なテーマを題材にしているとはいえ，解答に必要

な情報が問題文に殆ど記述されており，地域再開発に関する専門的な知識

は必要とはしていない。問題文を整理して，解答に必要な情報を的確に抽

出できれば容易に正解にたどり着けよう。

◆解答例

（設問１）

（１）当該地域の開発状況等の情報発信や掲示板，意見箱として活用でき

るホームページの開設（４０字）

（２）駐車の可否の表示や駐車可能スペースに電光表示板などを用いて誘

導する制御システム（３９字）

（３）建物の空調，照明など設備機器や侵入検知機器などの状況を集中監

視する共同システム（３９字）

（設問２）

（１）交通機関等のカードとの互換性が高い点（１８字）
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（２）システム運営にかかる費用負担が軽い点（１８字）

（３）利用できる機能を豊富に保有している点（１８字）

（設問３）

各事業者のニーズや優先順位付けに見合う割合で構築・運営費用を分担

する事前の取決め（４０字）

◆解説

（設問１）

地域の共通システムとして整備できるものを３つ挙げる。

問題文には「各システムは，事業者，テナントのシステムとデータ連携

によって統合する予定である」とあることから，インフラとして共用でき

るものであればよい。また，設問が「地域の共通システムとして整備でき

るもの」となっているので，３つの事業者すべてに共通するシステムでな

くてもよく，各事業者のニーズを最大公約数的に捉えたものと推測でき

る。このような設問の内容から，本問は問題文から該当する個所を抽出し

て解答する問題と判断したい。

設問には「地域情報通信基盤及び地域共通 ICカードに加えて」とある

ため，両者に該当するシステムは除外しなければならない。地域情報通信

基盤及び地域共通 ICカードの内容は〔全体システム構想の立案〕に説明

されており，前者は光ファイバー網の敷設や無線 LANの構築，後者は IC

カードの発行である。したがって，〔ITサービスのニーズ調査〕の項にあ

る各事業者のニーズのうち，これらを除いたニーズから，複数の事業者の

ニーズとして採り上げられるものが整備対象と考えられる。

まず，（１）―④，（２）―①及び（４）―③から「ホームページの開設」，次

に（２）―③と（３）―②から「監視システム」，最後に（３）―①と（４）―②

から「駐車場の活用」がキーワードであることがわかる。これを問題文の

記述をできるだけ活かして，４０字以内にまとめる。

「ホームページの開設」は，「情報発信」「掲示板，意見箱としての活
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用」をキーワードとして解答例のようにまとめた。また「駐車場の活用」

は，「駐車の可否の表示」「駐車可能スペースへの誘導」「制御システム」

をキーワードとし，「監視システム」は「設備機器」「侵入検知機器」「集

中監視」をキーワードとしてまとめた。

（設問２）

ICカードを選択するための利用面からみた要件として重要なものを３

つ挙げる。

まず，設問にある「利用面からみた要件」をどう解釈するか。これは技

術的要件ではなく，利用を促進することができる要件を指していることは

間違いない。しかし，「ユーザからみた利用要件」と「事業者からみた利

用要件」のどちらを指しているかが，設問では明確ではない。

一応，両面からみた利用促進に重要な要件と解釈して，問題文から関連

する個所を捜すと，〔ITサービスのニーズ調査〕及び〔全体システム構想

の立案〕にある以下の部分が挙げられる。

①集合住宅棟や事務棟の入退出監視機能をもたせた ICカードを発行

し，運営する。

②テナント企業の従業員証を ICカード化し，オフィスフロアへの入退

出状況が把握できるようにする。

③鉄道事業者及びバス事業者は，既に先行利用している。

④今後，クレジットカード会社を始めとして金融業界の各社が ICカー

ド化を目指している。

⑤駅前商店街振興協会は運営費負担が軽ければ，スタンプサービスに代

わる新しい試みとして取り組みたいとの希望がある。

⑥商業施設事業者は，ポイントカードサービス機能やデビットカード機

能を利用できることは，テナント店舗にとっても魅力が大きいと考え

ている。

①②⑥の記述から，利用促進のためには「様々な機能の提供」が必要で

あることがわかる。次に，③④から「既存のカードとの互換性」の重要性

が推測される。最後に，⑤から「コスト面の課題解決」が重要であること
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がわかる。これらは，「ユーザからみた利用要件」と「事業者からみた利

用要件」のいずれかを満たしている。

一方，一般的知識から考えてみると，「安全性の高さ」や「記憶要領の

大きさ」「カード認識率の高さ」等が思い浮かぶ。しかし，これらはどち

らかというと，技術的要件に近い。

したがって，問題文に沿って上記の３つの要素を２０字以内にまとめ

る。

字数が２０字と少ないため，問題文の表現をそのまま使うことが難し

い。そこで，重要なキーワードを「互換性」「費用負担」「機能の豊富さ」

に絞り込み，問題文の記述内容に沿うよう解答例のようにまとめた。

【別解】

コスト面の課題解決は「利用面からみた要件」にあてはまらないと考え

ると，①と⑥を個別に使って，次の別解が導かれる。

（１）ポイントカードやデビットカードに使える点（２０字）

（２）建物への入退出監視機能を保持できる点（１８字）

（設問３）

今後，街づくり協議会参加者の合意形成を図る上で重要になる事柄につ

いて問われている。この設問は，解答として何を求められているかの解釈

が難しい。

こういう場合，一般的な知識で解答することを考えがちであるが，あく

まで問題文に沿って解答できないかを第一に考えたい。

まず，合意形成の妨げになりそうな事柄を問題文から拾ってみる。

設問の前半には，「現在，事業者によって，システム構築の可否につい

ての意見が異なる状況である」と断っている。また，「システムの規模や

機能及びシステム構築の可否については様々な意見が出された」という記

述もある。つまり各システムの有用性が事業者によって異なるわけで，構

築するシステムから享受できるメリットが各事業者から見て公平と写るこ

とが重要であることを示している。また，以下の記述から，事前に費用の

負担割合が決まっていないと見られ，費用対効果と費用負担の妥当性が重
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要であることに気が付く。

・システム構築の費用は，各事業者と X自治体で分担することにし

た。

・すべての住民が無線 LAN環境を利用するわけではないので，この部

分の負担を差し控えたいという意見であった。

・ただし，参加条件は，システム導入費及び利用料金やリース料などの

運営費の負担を軽くしてほしいとのことであった。

加えて，街づくり協議会で情報システム構築に関して行うことは，「IT

サービスのニーズ調査」「全体システム構想の立案と優先順位付け」及び

「個別システム化計画立案」である。

したがって，協議会参加者の合意形成を図るため重要な事項は，上記の

公平さと妥当性を満たしつつこれらを推進する方法と考えることが適切で

あり，それを４０字以内にまとめる。費用負担と各事業者が享受するメリ

ットとのバランスを取り，自治体を含めたすべての参加者が満足できるよ

うな配慮が必要であるため，解答例では「見合う割合」という表現を使っ

た。

また，構築するシステムを決定する際に，システム構築や運営にかかる

費用の分担が明確になっていることが必要と考えたため，「事前の取決

め」とした。

ブロードバンド通信環境，光ファイバー網，地域共通 IC

カード，ポイントカードサービス機能，デビットカード機能
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平成１４年度秋期
午後Ⅰ問３ 航空貨物輸送業における業務改革

◆解答の着眼点

航空貨物輸送業における業務改革に関する問題である。

日本からの製品輸出量が減少し，輸出貨物の獲得競争が一段と厳しくな

っている現状から，国内では中堅の航空貨物輸送業者である S社は，顧

客サービスの向上とドアツードアの一貫輸送サービスを提供する総合物流

業者に脱皮することで勝ち残りを図ろうとしている。

S社が目指そうとしているのは３PL（サードパーティ・ロジスティック

ス）の機能であり，問題文にはその実現に向けた対策が多数記述されてい

る。流通業務に詳しい方であれば問題文の内容が容易に頭に入るであろう

が，そうでない方は内容を理解するだけでも苦労すると思われ，やや難問

の部類に属する。問題用紙に下線や記号をつけて整理する対策が必要であ

ろう。

本問は，業務改革という同じ視点からの設問が続く比較的珍しい問題で

ある。解法としては，まずすべての設問が業務改革の方法を問うているこ

とに気付くべきである。ここに気付けば，問題文から業務改革に関連する

記述を抽出・整理し，各設問に合致するものを選択することで，解答のヒ

ントが得られることがわかる。また，各設問間で解答が重複しないように

することも重要である。

◆解答例

（設問１）

（１）輸出の引合いに対する最適輸送ルートの提案とその予約の可否情報

（３０字）

（２）輸入貨物の追跡システムで提供できない配送日時などの詳細な情報

（３０字）
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（設問２）

（１）輸出貨物の集荷・梱包を含めたドアツードアの一貫輸送サービス

（２９字）

（２）輸送費用の顧客への一括請求や貨物預り証の発行を行うサービス

（２９字）

（３）輸入貨物配送前の商品ラベル付けや在庫管理等の付加価値サービス

（３０字）

（設問３）

（１）Web上に顧客が簡単な操作で輸出貨物明細を作成・送信できる仕組

みを提供する（３７字）

（２）入荷した貨物の容積などの実測とシステム入力の作業順序を通関予

定に合わせて調整する（４０字）

◆解説

（設問１）

顧客に役立つ情報提供サービスとして，どのような情報を提供すべきか

が問われている。該当箇所を問題文から選択するにあたっては，顧客サービ

スとしての緊急性と効果の大きさを選択基準とするのが妥当と考えられる。

まず輸出業務の航空貨物輸送で予約が可能かどうかの回答は，「競合他

社に振り替えられてしまうこともある」との記述があるので，喫緊の課題

である。また，貨物追跡システムで配送日時などを提供することも「担当

の営業員の不在などで回答が遅れることがあるので，顧客からは他社と比

べ対応が悪いと評価されている」との記述から喫緊の課題といえる。な

お，貨物破損などのクレーム対応の迅速化も喫緊の課題であるが，情報提

供サービスではないため選択肢から外した。

一方輸送ルートの提案は，S社が目指す総合物流業者への脱皮には有効

なサービスと考えられる。これは，輸出予約に関する一歩進んだ情報提供

でもある。そこで，輸送ルートの提案と輸出の貨物輸送での予約可否の情

報を併せてひとつの情報提供としたい。なお，輸入貨物に関する配送便の
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通知は，数年前から貨物追跡システムのサービスを提供しているので，緊

急性が乏しいと考えた。

以上の考察から，提供すべき情報を解答例のようにまとめた。設問では

「どのような情報を提供すべきか」と問われているので，「～情報」という

表現を採った。なお，解答例の①については，「主要な定期航空貨物便の

運行スケジュールの提供」も含めて最適輸送ルートの提供と考え，解答例

を作成した。

（設問２）

競争力を強化するために，情報提供以外に行うべきサービスを３つ挙げる。

設問１と３で採り上げる事柄は重複を避けるために除外すべきであるた

め，解答のヒントとなりそうな項目は「輸送費用の一括請求」「商品ラベ

ル付けや在庫管理などの付加価値サービス」「輸出貨物の集荷」である。

また，問題文からサービス内容の参考となりそうな記述を捜すと，「一貫

輸送サービスを提供するため倉庫業務，内陸の配送業務を増強する」「海

外の現地法人では輸出貨物の集荷も行っている」「倉庫業や陸輸業などの

企業をグループ内に持っている。」「既に海外に現地法人を設立し，輸出入

について受け取りから配送までを実施している」という箇所が挙げられ

る。これらの記述を参考に，上記の３項目について検討してみる。

まず「輸送費用の一括請求」は，S社が既に海外に現地法人を設立し

て，国内企業からの輸出入業務を一貫して請け負っていることから，顧客

の利便性が高いサービスといえる。また，S社が今後ドアツードアの一貫

輸送サービスの提供を目指すうえで必要なサービスである。次に「付加価

値サービス」も一貫輸送サービスの提供に不可欠である。加えて，S社は

グループ内に倉庫業者を持っているため，グループ企業の有効活用とグル

ープ全体の収益獲得にも寄与できる。最後に「輸出貨物の集荷」は海外で

は既に実施しており，やはり一貫輸送サービス提供の観点から国内でもサ

ービスの提供が必要と考えられる。

以上の検討結果から，この３点に基づき，キーワードを厳選して解答を

作成する。解答例では，設問１と同様，「どのようなサービスを行うべき
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か」と問われているので，「～サービス」という表現を採った。

なお，解答例の①については，「輸出貨物を国内で最終納品先別に仕

分・梱包することで，現地での作業を省き，素早い配送を可能にするとい

ったサービス」も考えられるが，問題文にはそれに類する記述がないこと

から，問題文の「一貫輸送サービス」という表現を活かして，解答例のよ

うにまとめた。

（設問３）

輸出貨物取扱業務のスピードアップを図るための業務改善にあたって，

考慮すべき事柄について問われている。

（１）は輸出貨物明細をインターネット経由で効率的に取り込む方法に

ついて考える。これを素直に読むと，インターネットを利用して輸出貨物

明細の取得を促進する方法について問われていると解釈され，輸出貨物明

細を容易に入力できる環境の顧客への提供や顧客のシステムとの接続が浮

かぶであろう。

一方，問題文には「輸出貨物明細は，インターネットメールの添付ファ

イルによる入手が増えているものの，ディジタル化の対応ができていない

顧客も多く，ファックスでの入手がほとんどになっている」という記述が

ある。この「ディジタル化の対応ができていない顧客も多く」をどう解釈

するか。もしこれを顧客の多くがパソコンを持たないあるいはインターネ

ット接続していないと解釈するのであれば，ファックスから入手したデー

タを自動的にシステムに取り込むという方法を考える必要がある。

しかし，平成１４年情報処理実態調査では調査対象企業の９割以上がイ

ンターネットを利用していると報告されており，パソコンを持たないある

いはインターネット接続ができていないこととは解釈しにくい。むしろ環

境はあるが，輸出貨物明細を添付ファイルとして作成する手間や自社シス

テムで自動作成できないといったシステム的な問題から輸出貨物明細を添

付ファイルとして作成できないと考える方が自然である。このため，

（１）の題意は「インターネットを利用した輸出貨物明細取得の促進」と

解釈した。
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まず，問題文に「数年前からWebでの貨物追跡システムのサービスを

開始し」とあることから，Webを利用したシステムを既に保有・活用し

ていることがわかる。また，S社の顧客におけるシステム化の現状から，

顧客にとって大きな投資を必要としない改善で，かつインターネットに接

続したパソコンさえあれば活用できる方法に限定した。なお「顧客に使っ

てもらえる」という点を強調した解答とするため，解答例では「簡単な操

作で」という表現を使った。

【別解】

ディジタル化に対応できない顧客からのファックスを効率的に取り込む

機能を検討する（３９字）

（２）は倉庫の作業効率を向上させる方法について考える。

輸出貨物に関する倉庫の作業は，「貨物の容積，重量などを実測し，輸

出システムに入力する」ことである。設問は「倉庫の作業効率を向上させ

る」のに考慮すべき事柄を問うているので，効率を阻害する要因があるは

ずだが，問題文には「本社が作成する輸出貨物の通関予定に間に合わない

ことも多く，搭載便の入れ替えなどの変更作業が発生している」とあるだ

けで，倉庫の作業効率をどのように阻害しているかは記述されていない。

この他にも，解答を考える上で必要な事柄で，問題文に記述されていな

いものがある。例えば，「顧客に倉庫への搬入時刻を指定しているか」「輸

出貨物の通関予定は倉庫にどのように通知されているか」「搭載便の入れ

替えなどの変更作業のうち，倉庫で行う作業は何か」などである。このた

め，「通関予定に間に合わないこと」の原因として問題文に記述されてい

る「倉庫での作業を貨物の入荷順に行っている」点を改善する方法を解答

とせざるをえない。

ただし，倉庫内の作業を貨物の入荷順から搭載順に変更するのに必要な

事柄が，問題文の記述だけでは限定できないため，「倉庫内の作業を搭載

順にする」等の明示を避けた解答とした。

３PL，一貫輸送サービス，貨物追跡システム，

最適輸送ルート
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平成１４年度秋期
午後Ⅰ問４ 情報システム部門の業務改革

◆解答の着眼点

医薬品メーカにおける情報システム部門の業務改革に関する問題であ

る。

M社の情報部門は，「業務の効率化推進」から「情報化による経営戦略

の支援」への役割の変革を経営者から求められており，情報システム部長

はその要請に応えるべく中期計画を策定した。しかし現実には，システム

開発・システム運用・人材育成等に問題が山積しており，中期計画を実施

するには解消すべき課題が多い。

本問は，医薬品メーカに関する業務知識を必要としていないが，システ

ム化計画の評価やシステム運用に関する基礎的知識は必要となっている。

しかし，解答に必要なヒントが問題文に殆ど記述されており，注意深く読

めばさほど難しい問題ではない。むしろ，限られた字数の範囲内に，問題

文中のキーワードを的確に埋め込むことに苦労するかも知れない。

設問の中には一般論で解答できるものもあるが，やはり問題文をできる

だけ活かして解答することが望ましいことは，この試験に臨むうえで心得

ておくべき留意点である。

◆解答例

（設問１）

（１）定性的目標からも当該情報化投資の経営戦略への有効性が判断でき

る評価基準を設定する（４０字）

（２）導入後効果の検証結果を活かし効果の高い情報化投資を立案・選定

する仕組みを構築する（４０字）
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（設問２）

（１）稼動管理や性能監視等の運用機能を組み込み，情報システム部によ

る遠隔管理に移行する（４０字）

（２）開発用機器を転用せず，実運用に見合った性能と二重化等の構成を

備えた機器を設置する（４０字）

（設問３）

（１）経営戦略に則した業務改革を情報技術を利用して企画し，諸問題を

解決して実現する能力（４０字）

（２）利用者の真のニーズのシステム化を精度の高い予算や納期で計画

し，実施を管理する能力（４０字）

◆解説

（設問１）

予算枠設定の考え方だけでは十分ではないため，経営戦略を支援する有

効な情報化投資を実施するための改革案を２つ挙げる。

なぜ「予算枠の考え方」だけでは十分でないかというと，この考え方を

実現し，機能させるための具体的な方策がまだ決められていないからであ

る。したがって，その具体的な方策が解答のひとつになりうることを頭に

入れておく。

次に，設問をみると「本文中の課題から考えられる改革案」とある。課

題とは，望ましい状態と現状との格差（＝問題点）を解消するために必要

な方策であるので，情報化投資に関する問題点を捜してみると，〔M社の

情報化の状況〕に「研究部門の情報化プロジェクトは，十分な投資は行わ

れていない」「各情報化プロジェクトは，導入後の効果の検証は行われて

いなかった」「導入直前での納期変更や費用追加が発生する」という記述

がある。

これらから導かれる課題は以下のとおりであり，その改革案を考える。

①情報化投資案件の選定基準が明確になっておらず，経営戦略の支援とい
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う役割が十分果たせていない。経営戦略を支援できる投資案件を選定す

る基準の設定が課題である。

②情報化投資について事後の効果が検証されていないため，案件選定の妥

当性や当初設定した実現目標の達成が見極められていない。事後にこれ

らを見極められるような仕組み作りが課題である。

③プロジェクト管理が十分行われておらず，納期変更や費用追加が発生し

ている。プロジェクト管理を有効に機能させることが課題である。

まず，①については，「予算枠の考え方」がとりもなおさず，課題を解

消するための業務改革案であることは容易に理解されるであろう。つま

り，「予算枠の考え方」を実現するための具体的な方策を示せばよい。「経

営戦略上，重点的に情報化すべき部門に多く配分する」ためには，各部門

のニーズを経営戦略に照らし合わせて重要性を正しく評価する仕組みが必

要であり，これを改革案としてまとめる。まとめる際のポイントは，「定

性的な目標の評価方法」と「利用者が限られる案件の評価方法」を織り込

むことであるが，字数の制限と重要性から判断して，解答例は「定性的な

目標の評価方法」のみとした。

次に②については，事後の検証が情報化投資の実施になぜ重要で，検証

結果を何にどのように反映させるかについて言及してまとめることがポイ

ントである。PDCAサイクルを回すことを念頭に言葉を選び，実施する内

容を明記して解答例をまとめた。

なお，③も情報化投資の実施における重要事項であるが，設問３で問わ

れているので本問の対象外と考えた。

（設問２）

研究所のシステムを安定的に運用していくための改善案を２つ挙げる。

研究所システムの現状として，以下の記述がある。

①営業支援システムの信頼性は高いが，研究所のシステムに最近障害が多

い

②夜間にディスク障害などのトラブルが発生し，翌朝，利用者に発見さ

れ，研究所の業務に影響を与えることも少なくない
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③最近，研究所に設置されているサーバにシステム障害が多く発生してお

り，改善案を検討している

つまり発生している問題として，障害の多発とシステム運用体制の不備

が挙げられており，その対策を解答すればよい。

まず，システム運用体制の不備への対策としては，業務改革案に「③コ

ンピュータセンタでのサーバの集中管理を柱とした新運用方式」とある。

しかし，「研究所に設置されているサーバは，業務の都合上コンピュータ

センタに移設できないものもある」とあるので，コンピュータセンタでの

サーバの集中管理は困難な状況である。したがって，「導入時の引継レビ

ューで確認したところ，営業支援システムには，稼動管理や性能監視など

の情報システム部における標準の運用機能が組み込まれている」という記

述をもとに，研究所のシステムについての運用改善案を解答とするのが妥

当である。「営業支援システムの信頼性は高いが」という記述から，情報

システム部が標準の運用機能を使って管理するという点が重要である。

「研究所に設置されているサーバは，業務の都合上コンピュータセンタに

移設できないものもある」との記述を考慮して，解答例では遠隔管理の記

述を入れた。

次に，障害そのものの発生を予防する対策であるが，「研究所では，開

発に利用したパソコンにハードディスクを追加し，実運用に転用している

場合が多い」「最近では，ホストシステムとの連携で２４時間稼動を行うサ

ーバもある」という記述が，障害の発生原因と推測できる。これをヒント

として，改善案を考える。開発用パソコンは，堅牢性が重要要件でないた

め，実運用における安定稼動を考慮して選定しない場合が多い。使用する

機器類は，用途に応じて性能・仕様が異なるものであり，用途に応じたハ

ードウェアを使用することは重要である。

（設問３）

情報システム部員のスキル育成計画の対象となる２つのスキルの内容を

記述する。本問は，一般論で解答するか，問題文に沿った解答をするかで

迷う問題である。（１）（２）とも一般論で解答することも可能であるが，
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やはり問題文に沿った解答が望ましい。

（１）は，業務改革を自ら推進するために必要なスキルであり，「自ら推

進するために必要な」が重要ポイントである。まず，問題文から関連する

記述を抽出すると，以下のものがある。

・情報技術を利用し，経営の視点に立った業務改革に関する提案が欲しい

・情報システム部の若手は，業務上の問題や解決策がまとめられずに，利

用部門が要件を固めるまで待っていることが多く，利用者の真のニーズ

もつかめていない

・開発や運用ツールの研修機会は十分あるが，問題解決技法などのビジネ

ススキルの研修が少ない

この中から，「経営の視点に立った業務改革」「情報技術の利用」をキー

ワードとしたい。また，「自ら推進するために必要な」スキルとして，問

題解決能力を盛り込んで，４０字にまとめる。

（２）は，情報化プロジェクトを着実に実施するために必要なスキルで

あり，「着実に実施するために必要な」が重要ポイントである。これはプ

ロジェクトマネジメント能力に他ならない。問題文から関連する記述を抽

出すると，「導入直前での納期変更や費用追加が発生する」「情報システム

部の若手は，利用者の真のニーズもつかめていない」がある。

プロジェクトマネジメントの主要な管理項目は，Q（品質）C（費用）

D（納期）であり，「予算や納期の精度」「利用者の真のニーズ」をキーワ

ードとしたい。また，「着実に実施するために必要な」スキルとして，計

画に沿った遂行を管理する能力を盛り込んで，４０字にまとめる。設問は

スキルの内容を記述することを求めているため，解答例では「～する能

力」という表現で統一した。

中期計画，情報戦略，サーバの集中管理，ビジネススキル
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平成１４年度秋期
午後Ⅱ問１ ビジネススピードの向上を目指す IT 戦略の立案について

◆解答の視点

１．題意の捉え方

システムアナリストの業務の一つが，経営課題を解決する IT投資を実

施することである。本問は，IT投資の中でも特に，ビジネススピードの

向上を目的としたシステム構築における情報戦略立案に関する設問となっ

ている。

スキル標準では，情報戦略の立案段階において，以下のようなタスクを

掲げている。

・経営環境，現行業務の調査・分析

・現行並びに将来の情報システムの調査・分析

・情報技術動向の調査・分析

・基本戦略（情報戦略立案の基本方針）の策定

・業務の新全体像と投資対象の選定

本問の問題文では，ビジネススピードの向上を目的としたシステム構築

の例を挙げた後で，ベストプラクティスの研究，ITの適合性，技術動向

の判断が重要であると指摘している。これらの重要点は，情報技術動向の

調査・分析で実施する業務であり，論文を記述するに当たっては，このタ

スクでどのようなことを実施したかをアピールできるように論述する。

情報技術動向の調査・分析は，技術動向の調査並びに，企業目的の達成

を実現する IT利用方法の分析を実施するタスクである。採点基準では，

見識に基づく主張，洞察力・行動力，独創性・先見性を評価するとあるの

で，採点者にアピールするには，企業目的への貢献を明示し，自分が IT

利用に際して工夫した点が明瞭になるような流れで記述したい。

H14・92



①設問ア

自分が携わったプロジェクトにおける，情報戦略立案の背景について，

ビジネス面と情報システム面から記述することを求められており，設問イ

の論述の前提となる背景を記述する部分である。問題文には，「ビジネス

スピードの向上を目指す」と対象を規定されているので，その指示に沿っ

た内容とする必要がある。

また，あなたがシステムアナリストとしてどのような立場で関わったか

についても明確にしておく。

②設問イ

設問アで述べた内容をもとに，情報戦略についての論述を展開する。論

述の中心部分であり，問題文では，自分が特に重要と考えて工夫した点を

具体的に記述することを求められている。

③設問ウ

設問イで論述した工夫点に対しての評価について求められている。評価

については，良かった点と今後の課題について記述する。

２．概要設計

設問をもとに，以下のように概要設計を行う。キーワード体系図から，

書こうとする内容のキーセンテンスを埋めこんで，この程度のメモを作っ

てから実際に解答する。

テーマ：迅速なクレーム対応を可能とする情報戦略

１．（ア）戦略立案の背景

１．１ ビジネス環境の背景（４００字）

・ホームページなどのコミュニケーション手段の進展。

・食品業界においては，クレームの放置が致命的となる。

１．２ 情報システムの状況（４００字）

・現行のクレーム管理システムではクレーム処理が非効率。

・データウェアハウスの低価格化が進展。

・CRM実現のためのシステム導入を検討していた。
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２．（イ）迅速なクレーム対応のための情報戦略と工夫点

２．１ 迅速なクレーム対応のための情報戦略（１，０００字）

・クレーム情報の共有の仕組み。

・対応状況が共有できる仕組み。

・重大クレームの認識。

２．２ 工夫点（１，０００字）

・クレーム情報を社員が迅速に認識できる仕組み。

・同じクレームを自動認識し，アラートを発する仕組み。

３．（ウ）情報戦略の評価と今後の課題（８００字）

（１）評価できる点

・クレーム対応の飛躍的なスピードアップを図ることができた。

・同一クレームの自動認識により，頻発する可能性のあったクレー

ムを最小限に抑えることができた。

（２）今後の課題

・クレーム内容の同一性を自動認識することの難しさ

・運用に頼らざるを得ない業務プロセスへの対応方法

３．キーワード体系図

次頁にキーワード体系図を示す。
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◆解答例

本文（横２５文字）

１．戦略立案の背景

１．１ ビジネス環境の背景

A社は，従業員数が１，０００人を超え，食品業界では

大手に属する会社である。昨今では，ホームページなど

のコミュニケーション手段の進展により，商品の問題に

関する情報がまたたく間に広がっていく状況であり，既

に，対応の不手際により致命的な打撃を被る企業が出現

している。

食品業界においては，特に，クレームの放置が致命的

となるため，消費者からのクレームを分析し，商品の欠

陥についていかに素早く認識できるかが，重要課題とな

っている。当社では，生産流通の仕組みにおいては，既

に衛生的に，なおかつ，問題の発生原因を追跡できる仕

組みを整えている。しかし，クレームの重要性を評価・

認識する仕組みはなく，重大クレームへの対処が遅れる

懸念もあり，多くの消費者に迷惑を及ぼす可能性もある。

１．２ 情報システムの置かれた状況

現行のクレーム管理システムは，開発してから５年

以上が経過しており，開発時には現在のようにクレーム

処理が企業の盛衰を分ける状況を想定していなかった。

そのため，情報伝達に関する機能が貧弱であり，受付け

たクレームを対応部門へ伝える際には，全て人出で情報

伝達しており，クレーム対応業務の効率性に寄与してい

ない。

一方，ITの進歩により，データウェアハウスの低価

格化が進んでおり，当社においても，顧客満足度の向上

を目的とした CRM実現のためのシステム導入を検討し

ポイント

HPなどのコミュ

ニケーション手段

の進展

クレームが致命的

になる可能性

４００

クレーム処理が非

効率

データウェアハウ

スの低価格化が進

展
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ていた。私は，A社の情報システム室に所属しており，

重大クレームの早期把握を目指した業務プロセス改革プ

ロジェクトにおいてシステムアナリストとして参画する

こととなった。

２．迅速なクレーム対応のための情報戦略と工夫点

２．１ 迅速なクレーム対応のための情報戦略

クレームに素早く対応するためには，関係者がいち早

くクレーム状況を把握することが大切である。そのため

には，なるべく早くクレーム情報を関係部署へ伝達する

ことが必要となる。

迅速なクレーム対応を実現するために，クレーム対応

の業務プロセスを変革することとした。そのためのシス

テム構築方針は，従前より検討していた CRMシステム

の機能を活用し，かつ必要な機能追加を図ることとし

て，以下の情報戦略を策定した。

（１） クレーム情報の共有の仕組み

いままでの業務手順では，クレーム対応するまでの情

報伝達に時間がかかり，重大なクレームのときには，多

くの顧客に迷惑をかける状況を引き起こす可能性があっ

た。また，受付担当者は，どの部署がクレームの原因と

なったか判断するが，その判断が誤っていると，受取っ

た部署が対応を後回しにする例も発生しており，さら

に，クレーム対応が遅くなる可能性が考えられた。

そこで，社内各部署がクレーム情報を共有できる仕組

みを作り，自部署が関係しそうなクレームに主体的に関

与する業務プロセスへ変革することで，クレーム対応ス

ピードを向上させることとした。

（２） クレームへの対応状況が共有できる仕組み

１つのクレームへの対応業務を複数部署が並行して実

施する可能性があるため，上記（１）に加えて，各部署

８００

クレーム情報の共

有

１，２００

クレーム対応状況

の共有
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がどのような対応を実施しているかを情報共有すること

とした。このクレームへの対応状況を共有する仕組みに

より，関係部署が協調して対応が可能となり，かつ，重

複した対応実施を避けられるようにした。

また，対応が遅れているクレームも簡単な検索指示で

社員全員が共有できるため，対応関係者への支援の必要

性などを上位管理者が迅速に判断可能となった。

（３） 重大クレームの認識

今回の業務改革で最も難しいのが，重大なクレームか

どうかをどのように判断するかであり，今回の情報戦略

立案においては，同様のクレームが複数届いた場合に重

大クレームとなる可能性が高いと判断する方針で業務プ

ロセスを改善することとした。

２．２ 工夫点

（１） クレーム情報を社員が迅速に認識できる仕組み

顧客から届いたクレームを受付部署で迅速にシステム

入力し，受付担当者が対応部署を決定する。クレーム管

理システムにおいては，入力した分類コード別に画面表

示するとともにキーワード検索も可能とし，以下の機能

を実現した。

①各部署のクレーム対応担当者へメール通知

クレームが放置されることが無いように，各部署では

クレーム対応担当者を決めており，その担当者へ自動的

に要対応クレームがあることをメール通知する。

②予め管理者が登録したキーワードで検索可能

クレーム情報は全社員が確認可能となっており，クレ

ーム対応担当者は，受付時において自部門宛てと指示さ

れているクレームのみでなく，予め管理者が自部門に関

係があるとして登録したキーワードを設定しておくこと

で，該当キーワードを含むクレーム情報も照会できる。

１，６００

重大クレームの認

識

同様のクレームが

複数届いた場合に

重大クレームと判

断

クレーム情報を迅

速に認識

２，０００
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③対応に手間取っているクレームを表示

受付後，一定期間以上経過しても対応が完了していな

いクレームを表示できる機能を組み込み，社内全体でク

レーム対応に取り組む体制を支援することとした。

（２） 同じクレームを自動認識し，アラートを発する仕

組み

クレームに対応するための体制を整備し，クレーム情

報を共有する仕組みを作っても，時間を争う重大クレー

ムへの対応には不足と考え，今回，同一内容のクレーム

を受付たときに，同様なクレームが複数発生している旨

の警告情報を発する仕組みを構築した。この機能開発で

は，同一内容かどうかの認識を自動的に判断する点が難

しいが，予め準備したキーワード辞書と各クレーム情報

のキーワードとをマッチングさせると同時に，類似単語

辞書を備え，類似単語でもマッチング可能とする仕組み

とした。

この仕組みで２度目に同様のクレームを受付けたと

きに，重大クレームに発展する可能性があるとして，画

面に警告表示されるようにした。

この仕組みの実現では，類似単語辞書と検索範囲の設

定が重要となるため，技術面の検討を実施し，導入する

ハードウェアで実現可能となるように，何回か，試行を

重ねることで，実用に耐えられる仕組みが可能となっ

た。

３．情報戦略の評価と今後の課題

（１） 評価できる点

まず，クレーム対応の飛躍的なスピードアップを図る

ことができた点である。これは，今回のシステム導入に

よって関係者が迅速に状況を把握し，クレーム情報を共

有することができたことによる影響が大きい。今回開発

対応に手間取って

いるクレームを認

識できる仕組み

同一クレームの自

動認識

２，４００

２，８００

クレーム対応のス

ピードアップ
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したシステムの実現により，クレームへの対応体制を整

えることができたと同時に，各社員の意識を変化させる

こともできた。

次に，同一クレームの自動認識により，頻発する可能

性のあったクレームを最小限に抑えることができたこと

である。重大クレームにつながる可能性があるクレーム

は，今のところ発生していないが，このクレーム自動認

識機能により，重大クレームを絶対起こさないとの意識

が社員に醸成されつつある。

（２） 今後の課題

①クレーム内容の同一性を自動認識することの難しさ

類似単語辞書を作成する仕組みで，クレーム内容の同

一性を自動認識するシステムを構築したが，運用してみ

ると受付入力時の誤字などの影響で，目標とした認識レ

ベルまで到達しないことが分かった。今後，類似意味の

単語辞書について技術面の検討を実施していきたい。ま

た，システムによる自動認識のレベルを向上するため

に，受付入力で補助的なキーワードを入力するなど，人

手によるシステムへの関連キーワード指示機能を追加す

ることで，キーワードによるマッチング機能を改善する

ことも検討していきたい。

②運用に頼らざるを得ない業務プロセスへの対応方法

クレーム内容は多岐に渡るため，どの部署が責任を持

って対処すべきか決まらない場合も多い。今回の情報戦

略の実施に合わせて，業務プロセスも変革したが，ま

だ，例外的な対応を必要とする場合には，その都度対応

方法の手順を決めていくなどの課題を残している。今

後，更に，迅速にクレーム対応できるように組織運営面

での課題を解決していきたい。

社員の意識変革

３，２００

クレーム内容の同

一性を自動認識す

ることの難しさ

３，６００

組織運営面での課

題
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◆解説

本論文では，問題文中に IT戦略における例として挙げられている３点

の中で，３点目に挙げられているクレームの情報共有と CRMシステム構

築を題材とした。昨今では，インターネットの普及によりホームページや

メーリングリストなどのコミュニケーション手段を通して，またたく間

に，商品の問題や企業の対応不適際に関する情報が広がっていく。現実

に，食品業界や輸送機器業界では，世界的にもトップレベルの位置付けに

あった企業が，対応の不手際などにより致命的な打撃を被っている。

問題の設定としては，システムアナリストとして，IT戦略立案に関す

る能力が備わっているかを試すものであるため，CRMシステムそのもの

の機能でなく，それをどのような目的を達成するために使用したか，ま

た，技術面の検討結果はどうだったかなどを中心に記述することとした。

（設問ア）

まず，ビジネス環境の背景では，ホームページなどのコミュニケーショ

ン手段が進展していることを記述すると同時に，クレーム対応のスピード

が大切であることと，食品業界ではクレームがより重大性を帯びているこ

とについて記述し，情報戦略として，この目的達成が重要事項であること

を明らかにした。

次に，情報システムの状況については，現行のクレーム管理システムで

はクレーム処理業務が非効率であることを記述した。そして，既に CRM

システム導入を検討していることを記述し，情報システムの構築が検討途

上であったことを示した。

（設問イ）

ここでは，「クレーム情報を共有する仕組み」「迅速なクレーム対応のた

めの仕組み」を掲げた。まず，迅速なクレーム対応のための情報戦略とし

て，クレーム情報の共有の仕組みと同一クレームの自動認識の２点を戦略

項目として挙げ，その説明の中では，情報戦略策定において，システムア

ナリストが実施すべきタスクとされている，業務検討，組織運営検討と技

術動向検討について記述した。
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次に，工夫点として，クレーム情報を社員がより迅速に認識できる仕組

みと対応に手間取っているクレームを認識できる仕組みを記述すると同時

に，同一クレームを自動認識する仕組みについてどのように技術面から検

討し実用化の確認をしたか記述した。

（設問ウ）

情報戦略の評価では，実際にシステム構築後に実運用した評価について

記述した。設問では，戦略についての評価を問われているので，実運用後

の評価までは，問われていないと解釈できるが，実際に業務がどのように

変化したか，その結果を踏まえて記述した方がアピ－ルできると考え，実

運用後に対象業務がどのようになったかを記述した。

ここで，評価できる点としては，設問イの工夫点に対応して，クレーム

対応のスピードアップと同一クレームの自動認識による重大クレームの識

別を記述した。

今後の課題としては，クレーム内容の同一性を自動認識することの難し

さと業務体制に関する課題を記述し，技術動向調査と組織運営検討につい

ての課題認識を持っていることを示した。

◆設問が用意した内容と異なった場合の対応

１．出題がシステム構想策定であった場合

この場合には，キーワード体系図の情報戦略までを設問アとして記述す

るように要求されることとなる。システム構想では，業務プロセスやシス

テム方式などがタスクとして挙げられているので，例えば，クレーム情報

共有の業務プロセスや重大クレームを識別する業務プロセスに対して，

CRMシステムの支援機能を記述することで対応できる。

また，システム技術面の検討について問う設問の場合には，CRMシス

テムにおける情報共有機能やキーワード検索機能，絞込み表示方法などの

実現可能性をどういう手順でどのような体制で検討したかを記述すること

で対応する。
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２．出題が業務パッケージの導入であったような場合

パッケージ導入について出題されるとするとシステム構想策定かシステ

ム計画策定段階における設問になると考えられる。今回の論文のクレーム

管理システムは CRMシステムと明記していないが，一般的な分類として

は，CRMシステムに属するものである。そこで，この CRMシステムにつ

いて，どの範囲に既存パッケージを適用したか，どのようにパッケージを

選択したか，などを記述することで対応する。

もし，一般的な CRM業務パッケージを導入していないとしても，少な

くともデータベースについてだけでも，市販ソフトウェアを使用していれ

ば，この論述の流れで対応可能である。現実に，市販データベースでは，

CRM機能を有しているものも多い。業務パッケージでもカスタマイズが

発生するのであるから，業務パッケージと市販データベースの違いは，

「既存機能の適用範囲」と「追加機能の開発範囲」の割合である。
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平成１４年度秋期
午後Ⅱ問２ 情報システムの全体構想の立案について

◆解答の視点

１．題意の捉え方

ビジネスの変革に柔軟に対応できるシステム化計画を立案するため，中

長期的かつ全体最適の視点から，情報システムの企画・設計・開発・運用

に関する全体構想をシステムアナリストはどのように立案するかについて

問われている問題である。

問題文には，全体構想では次のようなシステム化方針が明確にされなけ

ればならないと指摘されているため，これらの内容を盛り込んで論文を作

成する必要がある。

・オフィスシステムやネットワークなどのシステム基盤の整備方針

・集中システムや分散システムなどのシステムアーキテクチャの方針

・パッケージソフトウェア利用や独自開発などの開発・導入方針

・ASP（Application Service Provider）などの外部リソースの活用方針

以上の前提をまとめると，題意の中心は情報システムの全体構想の立案

について，次の点を具体的に論述することと考えられる。

・全体構想の対象となったシステム化計画は何か

・どのようなシステム化方針を策定したか

・システム化方針の具体的な施策は何か

・構想の実現に向けて業務部門からどのように協力を得たか

①設問ア

あなたが参画した情報システムの全体構想の立案時に，経営環境の変化

とビジネスの変革をどのように認識したかの概要を記述する。８００字とい

う字数は意外と少ないので，要点を簡潔に記述することを心掛ける。

「経営環境の変化とビジネスの変革をどのように認識したか」と問われて

いるので，外部環境の変化をどのように捉え，それに対して自社がビジネ

スをどのように対応させようとしているかをあなたの視点から論述するこ
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とが重要である。論述に際しては，あなたの立場や全体構想立案にどのよ

うに携わったかを忘れずに記述する。

また，この設問は次の設問イの前提となるため，相互との関連を頭に入

れて，内容を決めることも重要である。

②設問イ

ビジネスの変革の中で立案した情報システムの全体構想について，具体

的に論述する。設問には「あなたが特に重要と考えたシステム化方針を中

心に」とあるので，構想の主要な施策について，システム化方針との関連

を明らかにする必要がある。システム化方針は，上記のように問題文に例

示されており，このうちのいくつかの要素を含んだ形にまとめるようにす

ることが望ましい。

また，「具体的に述べよ」と指示されているので，一般論や抽象論では

合格点はもらえない。例えば，システムアーキテクチャーの方針について

は，集中型・分散型のいずれをどのような根拠に基づいて選択するのかと

いうレベルまで明示する。

ただし，これはシステムアナリストの論文であることを忘れてはならな

い。すなわち，経営戦略に立脚したシステム化計画を業務改革も含めて全

社的な観点から立案する内容であるべきで，個別の技術論やプロジェクト

管理論に陥らないように注意したい。

③設問ウ

設問ウは「評価」と「今後の課題」である。

立案した全体構想について，どのように評価しているかを簡潔に述べ

る。「あなたはどのように評価しているか」と問われているので，各施策

毎に顛末や有効であった点・改善が必要であった点などについて記述す

る。

当初想定していなかった「予期せぬ効果」があれば，迫真性をアピール

するのに有効であり，積極的に記述すべきである。また，思った程の効果

が認められなかった施策も同様の効果が期待できるので，割愛せずに記述

した方がよい。
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２．概要設計

テーマ：情報システムの全体構想の立案について

１．（ア）情報システムの全体構想の立案時に，認識した経営環境の

変化とビジネスの変革

１．１ 経営環境の変化とビジネスの変革（５００字）

対象企業：従業員９５０名，証券会社

事業環境：手数料率低下に伴う収益率の悪化，同業者間の競争激化

等

経営戦略の見直し：収益基盤の見直しとチャネル戦略の明確化

新しい経営戦略：個人向けの対面販売に経営資源を集中する

経営課題：高付加価値なサービスの提供

１．２ 情報システムの役割（３００字）

あなたの立場，経営戦略実現における情報システムの重要性とシス

テム再構築の必要性，経営者へのアピールなど

２．（イ）立案した全体構想

２．１ 全体構想の対象となったシステム化計画（２００字）

老朽化の進んだ基幹系システムを全面的に更改する

２．２ 重要と考えたシステム化方針（１，６００字）

第１のシステム化方針：開発・導入方針として，選択と集中を重ん

じた開発・導入方針を策定し，重要な開発

に社内の人的リソースを重点的に配置する

具体的施策：自社のコアコンピタンスとなる情報系機能は自社開発

するが，勘定系等その他のシステムはアウトソーシン

グを活用する

第２のシステム化方針：システム基盤の整備方針として，制度改正

や相場の変化に素早く対応できる環境の構

築を重視する

具体的施策：データ中心設計を採用する

第３のシステム化方針：ユーザが使いこなせる操作性を確保する

具体的施策：営業店はWeb基盤の採用により操作性の画一化を図
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り，本社の企画部門はクライアントサーバ型基盤の採

用により高度な利用環境を実現する

第４のシステム化方針：情報セキュリティ確保に十分配慮する

具体的施策：外部からの侵入対策とともに，従来手薄だった内部か

らの情報漏洩への対策を充実させる

なお，問題文に合わせるため，キーワード体系図の情報化実現方

策をシステム化方針と読み替えることとした。

２．３ 業務部門から協力を得るために実施した施策（３００字）

・第一線で活動する営業員を開発企画プロジェクトに専任で参加さ

せる

・情報リテラシの向上のため，eラーニング機能を活用した研修と

マニュアルの充実を図る

３．（ウ）全体構想に対する評価と今後の課題（８００字）

（１）全体構想に対する評価

・各施策は概ね狙い通りに実施できた

・顧客満足度の向上も図れた

（２）今後の課題

・営業員の情報リテラシ向上に不満が残った

・予想外だったのは，インターネットを通じたサービス充実の要望

が強かったこと

以上が今後の課題として残った

３．キーワード体系図

キーワード体系図を次頁に示す。
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◆解答例
本文（横２５文字）

（設問ア）

１．情報システムの全体構想の立案時に，認識した経

営環境の変化とビジネスの変革

１．１ 経営環境の変化とビジネスの変革

A社は従業員９５０名の中堅証券会社である。証券会

社は，主要な収益源というべき株式委託手数料が自由化

されたことにより，企業間の競争が激化し，手数料率の

低下が著しくなった。また，インターネットを使った取

引が急速に普及したことも，手数料率の低下に拍車を掛

けることになっている。このため，収益基盤の見直しと

チャネル戦略の明確化が急務となっていた。

A社では経営戦略の見直しを行い，支店網を活かした

個人向けの対面販売に経営資源を集中する戦略を選択す

ることにした。具体的には，高付加価値なサービスを提

供することで富裕層の囲い込みを狙い，「顧客から頼り

にされる証券会社」を実現する。対面販売の中心は営業

店の店頭と電話による営業であり，このチャネルで投資

判断に不可欠な情報の提供，顧客の資産配分設計の支

援，ポートフォリオ構築や銘柄組替えの助言というよう

なサービスを提供する。

１．２ 情報システムの役割

A社のシステム企画室長である私は，このようなサー

ビスの提供には，情報システムによるサポートが不可欠

であり，情報システムの再構築が急務と考えた。なぜな

ら，取引所への発注や勘定処理を行う基幹系システムと

顧客情報の有効活用を図る情報系システムを有機的に結

合することで提供するデータを生成し，それをわかりや

すいユーザインターフェイスを使って表示することが必

ポイント

企業を取り巻く環

境の変化

経営戦略の見直し

新たな経営戦略

４００

提供する高付加価

値なサービス

私の立場

情報システム再構

築の必要性
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要であるからだ。この点を経営層に対してアピールし，

十分な理解と期待を得ることができた。そこで，私はシ

ステムの全体構想の立案に向けて準備を開始することに

した。

（設問イ）

２．立案した全体構想について

２．１ 全体構想の対象となったシステム化計画

メインフレームを中心とした A社の基幹系システム

は，リリースから１０年以上経過しており，更改の時期

を迎えていた。特に，オープン系の情報系システムとの

結合が技術的に困難な状況であった。そこで私は，基幹

システムの全面的な更改が必要と判断した。これを経営

に提案し，承認を得たうえで情報系システムの構築を加

えた全体構想の立案に着手した。

２．２ 重要と考えたシステム化方針

私は全体構想にあたって，以下の４点をシステム化

方針の重要指針と決定し，詳細の検討を行うことにし

た。

（１）開発・導入方針として，選択と集中を重んじた開

発・導入方針を策定し，重要な開発に社内の人的リソ

ースを重点的に配置する

情報化投資の増大に伴い，開発要員不足が表面化して

きていた。私は限られた人的リソースを有効活用するた

めには，その重点配置が不可欠と考えた。

従来は基幹系システム及び情報系システムとも自社で

企画し，開発作業を外部委託してきた。しかし，今後提

供すべき顧客サービスを支える情報システムとして，情

報系システムの機能拡充と独自性は不可欠であるが，取

引所への発注や勘定処理を行う基幹系システムは他社と

同様の機能が備わっていれば十分であり，他社との差別

８００

基幹システムの全

面的更改が必要

全体構想の対象

第１のシステム化方針

１，２００

人的資源の重点投

資

従来はすべて自社

開発

基幹系システムは
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化要因とはならないと考えた。

そこで，基幹系システムは ASP（アプリケーショ

ン・サービス・プロバイダ）サービスを活用して，人的

リソース配置の削減と短期間での導入を図ることにし，

情報系システムのみ自社開発の方針を維持することにし

た。このように，社内の人的リソースを重点配置するこ

とでその有効活用と開発体制の充実を図った。

（２）システム基盤の整備方針として，制度改正や相場

の変化に素早く対応できる環境の構築を重視する

証券会社が顧客に推奨する金融商品は，その時々のフ

ァンダメンタルズと相場変動によって変化していくた

め，常に新しい商品の開発が必要である。また，証券会社

を囲む環境は今後も大きな変化が予想され，制度改革や

相場の変動に伴うシステム対応を迅速に実施できる構造

が不可欠である。これを実現するには，データ中心設計

を採用によるデータベース基盤の充実が重要と考えた。

データ中心設計は，システムで扱うデータ構造を最初

にきっちりと分析して定義することにより，データ処理

方法の追加・変更の影響を最小限に押さえる。これによ

り，開発・保守の生産性が高く，変化に強いシステムに

することが狙いである。自社開発する情報系はもとよ

り，基幹システムの ASPサービス提供先の選定におい

ても，データ中心設計の採用を最優先の条件とした。

（３）システム基盤の整備方針として，ユーザが使いこ

なせる操作性を保証する

今回構築するシステムは，従来の事務システムとは異

なり，投資相談を受ける担当者が顧客の前で操作して，

その相談に迅速に対応する必要がある。このため，簡便

な操作性を保証する必要があった。その方法として，Web

基盤の採用による操作性の画一化を実現し，誰にでも簡

他社との差別化要

因とはならない

基幹系システムは

ASPサービスを

活用する

１，６００

第２のシステム

化方針

システムの柔軟性

を必要とする要因

データ中心設計を

採用

データ中心設計の

狙い

２，０００ ASPサー

ビス提供先の選定

条件

第３のシステム

化方針

営業店で簡便な操

作性を保証する必

要性

Web基盤の採用

H14・111



単な操作で使いこなせるような工夫をこらすことにし

た。

他方，本社のマーケティング部門と投資情報部門に

は，データを開放し，データの自由な検索・加工ができ

る環境が必要であった。このため，レスポンスタイムと

機能の充実を重視して，クライアントサーバ型のアーキ

テクチャーを採用し，高度な利用環境の提供を目指し

た。これにより，変化への対応とともに，営業店からの

要望にも迅速に応えられる態勢を準備した。

このように，営業店と本社で操作環境を使い分けるこ

とで操作性と機能性を両立させるよう配慮した。

（４）情報セキュリティへの十分な配慮

今回開発する情報システムは，顧客情報を多量に蓄積

し，頻繁にアクセスするものである。また，昨今の情報

セキュリティに対する世論の高まりを考慮すると，情報

セキュリティへは十分な配慮が必要と考えた。具体的に

は，外部からの侵入対策とともに，従来手薄だった内部

からの情報漏洩への対策を充実させることである。

また，システム面の対策を着実に実行するため，社員

へのセキュリティ教育を重視し，セキュリティポリシー

等のルールの整備も併せて行うこととした。

２．３ 業務部門から協力を得るために実施した施策

今回のシステム化計画は顧客サービスの向上を主眼と

しているため，全体構想を立案するうえで，業務部門特

に営業部門からの協力は不可欠である。十分な協力体制

を確立するため，まず，第一線で活動する営業員を２

名開発企画プロジェクトに専任で参加させることにし

た。これにより，顧客の視点から見たサービスのあり方

を立案・検証する体制を整えた。また，稼動開始後に営

業員がシステムを十分使いこなせるだけの情報リテラシ

による操作性の画

一化

本社で必要とする

環境

クライアントサー

バ型アーキテクチ

ャーの採用 ２，４００

営業店と本社で操

作環境を使い分け

る

第４のシステム

化方針

情報セキュリティ

への十分な配慮の

必要性

セキュリティ教育

を重視

２，８００

第一線の営業員を

開発企画プロジェ

クトに専任で参加

させる
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を身に付けさせるため，eラーニング機能を活用した研

修とマニュアルの充実を推進する計画を立案した。

（設問ウ）

３．活動の評価と今後の改善策

３．１ 活動の評価

開発は順調に進捗しており，まもなく総合テストに入

る予定である。今回の全体構想の立案については，当初

計画した各施策が概ね狙い通りに実施できたと考えてい

る。

まず基幹系システムは，当社と同規模の証券会社が

ASPサービスを受けている N社に依頼することにした。

同社のシステムはユーザからの要望を元に改善を続けて

おり，機能的な不満はなかった。このため，情報系シス

テムとのインターフェイスの改修のみに人員を投入する

だけで済んだ。また，情報系システムは，データ中心設

計に基づいてデータベースを整備したため，そのデータ

を活用する照会や帳票の設計がスムーズに行え，かつ仕

様ミスも少なかった。特に営業員から操作が分かりやす

いとの感想を得ており，顧客満足度の向上を図るうえで

必要と思われる，ユーザが使いこなせる操作性の確保を

十分に盛り込める見通しが立ったことは，評価に値する

といえる。

３．２ 今後の改善策

一方で，営業員の情報リテラシ向上に関して不満が残

った。情報リテラシの向上は，今回の計画を営業現場で

実現するうえで極めて重要であり，開発が完了するまで

に是非達成しなければならない課題として残った。特

に，パソコンの基本的操作の理解が不十分で，ユーザ研

修を追加設定する必要性を感じている。

また，顧客ニーズの収集過程で予想外だったのは，対

eラーニング機能

を活用した研修と

マニュアルの充実

３，２００

人的リソースの有

効活用

データ中心設計の

メリットを発揮

操作性の確保を盛り込

める見通しが立った

営業員の情報リテラシ

（３，６００）向上が今後の

課題
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◆解説

本問は，ビジネスの変革に柔軟に適応させるための情報システムの全体

構想立案について問われており，ビジネスモデルの再構築といった大きな

変革についてのシステム構想を題材にしなければならない。つまり，小規

模なシステム開発や情報基盤の更改というテーマでは題意に沿わないこと

になる。

大きな変革についてのシステム構想に従事する機会はそれほど多くない

と考えがちであるが，最近はどのような業種・業態でもビジネスモデルの

見直しは行われているはずで，ご自分が直接担当しなくとも，同業他社や

関連する部署で行われた事柄に基づいて解答することも可能である。この

場合，採点者に実務経験があるように感じさせる内容と表現を持たせるこ

とに十分留意して，論文の作成にあたっていただきたい。

解答例は，中堅証券会社において情報システムを全面的に更改する際の

全体構想の立案をテーマにしている。解答の視点でも触れているが，問題

が全体構想を問うものであるため，個々の開発方法論や技術論にならない

よう注意した。例えば，システム基盤の整備方針としてデータ中心設計を

採用する狙いは記述しているが，その実現方法まで触れていない。実現方

法まで記述すると，プロジェクトマネージャやアプリケーションエンジニ

アの論文になってしまうからである。また，実務経験を感じさせるため，

各システム化方針を必要とする背景について丁寧な記述を心掛けた。

設問イに関する解答の視点でも述べたが，論文作成にあたっては，例示

されたシステム化方針を取り入れた内容にする必要がある。解答例でも開

発・導入方針とシステム基盤の整備方針を取り入れている。

なお，第１のシステム化方針である「選択と集中を重んじた開発・導入

面販売を希望する顧客層においても，インターネットを

通じたサービス充実の要望が強かったことである。この

点は今後計画の修正が必要と考えている。

以上

インターネットを

通じたサービスの

充実
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方針を策定し，重要な開発に社内の人的リソースを重点的に配置する」と

いう施策は，あらかじめ準備したキーワードにはないが，これは論文作成

時に必要と考えたために追加したものである。

◆設問が用意した内容と異なった場合の対応

前述のキーワード体系図は，経営戦略の見直しに伴う情報システムの再

構築を中心として準備している。対象フェーズとしては，全体計画の立案

を想定している。これは，本問のような情報システムの全体構想や情報戦

略立案という上流フェーズ及び個別システムの開発計画という下流フェー

ズのいずれの問題に対しても流用しやすいからである。

本問は，出題内容が全体構想のうちでもシステム化方針という比較的全

体計画フェーズに近い事柄について問われたものであるので，経営課題と

の関係や情報化課題を実現するための狙いに重点を置くことで殆ど流用で

きた。次のようなバリエーションにおいても対応可能である。

１．出題が全体構想の立案ではなく，全体計画の立案であった場合

もともと全体計画の立案を想定して作成したキーワード体系図である。

本問とは異なり，情報化実現方策の比重を軽くして，工夫した点に重点を

置いて論述すればよい。また，留意した点も適宜配置することになろう。

問題によっては，開発推進体制やスケジューリングについて，言及しな

ければならないこともある。その部分は，試験会場で考え出さなければな

らないが，あくまでシステムアナリストの論文であることに留意して，開

発管理には深く触れず，全社の情報システム全体を見渡した視点を大切に

したい。

２．出題が全体構想の立案ではなく，個別システムの開発計画立案であっ

た場合

キーワード体系図全部を流用することはできないが，情報システム基盤

構成方針策定やシステムソリューション適用方針策定などの出題に対して

は，個々の情報化実現方策を膨らませて論述することが可能である。

その場合，留意した点を中心として，多少技術論に触れつつ，策定した

方針の狙いや実現方法を論じるようにする。

H14・115



平成１４年度秋期
午後Ⅱ問３ 統合型業務パッケージ導入

◆解答の視点

１．題意の捉え方

統合型業務パッケージの導入計画立案を行う上で，計画を成功に導くた

めにどのような基本方針を設定し，設定時に発生，または発生が予想され

た課題に対して，システムアナリストとしてどのような工夫をしたのかを

問う問題である。

よって，題意の中心は導入計画における基本方針の設定について，次の

点を具体的に述べることである。

・どのような基本方針を設定したか

・基本方針の設定上，課題となった事項，及びそれを解決するためにど

のような対策を打ったか

基本方針の内容，及びその基本方針が最低クリアすべき条件について

は，問題文にある下記の事項を参考にして記述する。

・業務プロセスの抜本的な再構築を実現するベストプラクティスの適用

方針であること

・仕様決定段階などで，個別業務ニーズへの対応に際して明確な判断の

できる機能の追加・変更方針であること

・全体最適の視点から，トップダウンによって効果的かつ効率良く導入

を推進できるプロジェクトの推進方針であること

・既存システムからの移行や，新業務プロセスへの以降の準備を考慮し

た移行方針であること

①設問ア

統合型業務パッケージの導入計画について，導入の目的と導入計画の概

要について問われており，設問イの論述のベースを記述する部分である。

導入目的，及び計画の概要について簡潔に説明し，あなたがシステムアナ

リストとしてどのような立場で関わったかについても明確にしておく。
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②設問イ

設問アで述べた導入計画の概要をもとに，論述を展開する。論述の中心

部分であり，題意から論述すべき内容は次の３点となる。

・導入計画の基礎となる基本方針

・設定した基本方針の基本条件

・設定した基本方針から発生，または発生が予想される課題を解決する

工夫

論述時には，「導入計画の立案に当たって，全体最適の視点で部門間調

整をスムーズに行ったり，適正な機能の追加・変更を行ったりするための

基本方針」であることに気をつける。論述内容はいずれも「あなたの」経

験をもとに，基本方針の内容，条件，課題，工夫が具体的に表されるよう

にする。

③設問ウ

設問イで論述した工夫を施した基本方針に対する評価を問われている。

重要と考えていた点を評価対象として

・設問文の視点にある基本方針の諸条件を満たしていたか

・課題を解決する工夫は効果的に働いたか

・そこに今後気をつけるべき課題などは残らなかったか

・また今後の課題への対応についての案

などを簡潔に論述する。

２．概要設計

設問をもとに，以下のように概要設計を行う。キーワード体系図から，

書こうとする内容のキーセンテンスを埋めこんで，この程度のメモを作っ

てから実際に解答する。

テーマ：統合型業務パッケージの導入計画立案について

１．（ア）導入計画の概要

１．１導入の背景と目的（４００字）

対象企業：従業員６００名，年商２５０億円，電気機械製造業
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事業環境：売上高減少，市場の成熟化

経営課題：「市場低成長に対応したローコストオペレーション」

情報化課題：「導入コストを含めた TCO削減」

１．２導入計画の概要（４００字）

導入計画：タイトル，あなたの立場，計画立案メンバーの構成，導入

する統合型業務パッケージの概要，規模，期間

２．（イ）導入計画立案時の基本方針と重要点，工夫点

２．１策定した基本方針（６００字）

第１の基本方針：適用方針「パッケージの業務プロセスと自社との相

違性を明らかにして自社に強みがある部分はサービ

スレベルを向上するよう追加・変更を行うこと」

条件：「全体最適の視点で抜本的業務改革になりうるか」，「ローコス

トオペレーションを支援できるか」，「追加・変更の判断基準

が明確か」

第２の基本方針：プロジェクト運営方針「組織間コンフリクトを回避

するプロジェクト運営を行うこと」

条件：「全体最適を意識しているか」，「効率的，かつ効果的導入が目

指せるか」

第３の基本方針：移行方針「日常運用に影響の少ない形で移行するこ

と」

条件：「プロセスがスムーズに移行するための準備ができるか」

２．２重要点と工夫点（１，２００字）

適用方針の重要点：業務プロセスの抜本的改革，経営課題であるロー

コストオペレーションの実現方法，サービスレベ

ルの向上施策

工夫等：

・パッケージが持つベストプラクティスをあるべき姿として仮設定

・自社のベストプラクティスともなる点の考察・発見に留意

・サービスレベル向上となる点を洗い出し，対応策を計画に盛り込み

・開発コストアップとならないよう個別業務課題の取り組み範囲を限定
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プロジェクト運営方針の重要点：プロジェクト参画メンバーの参加意

識の維持

工夫等：組織間コンフリクトによる意識低下防止，全体最適の視点か

ら各メンバーの貢献度を評価

移行方針の重要点：スムーズな移行の実現

工夫等：

・現行システムとの連携部分を限定

・対外的処理の変更を回避

・現運用と新運用の重複を排除

３．（ウ）基本方針に対する評価と今後の課題（６００字）

適用方針の評価：統合型業務パッケージのベストプラクティスを明確

化，個別業務課題との相違性を明らかにした→効率

的，効果的

今後の課題：個別業務ニーズとサービスレベルの関連性定義があいま

い→過剰なサービスレベルアップ対策，導入コストが

予想を多少上回った

運営方針の評価：評価の客観性から多少の不満

今後の課題：メンバーの従業員満足度とシステムの導入効率の関係の

測定

移行方針の評価：ほぼスケジュール通りに移行できたことを評価

今後の課題：移行の方法の再検証

３．キーワード体系図

次頁にキーワード体系図を示す。
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照
し
，
間
接
的
効

果
を
評
価
�

権
限
委
譲
の
充
実
度
と

ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
る
キ

ー
パ
ー
ソ
ン
の
�

成
熟
度
検
証
�

移
行
検
証
ス
テ
ッ
プ
の

リ
ハ
ー
サ
ル
�

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
先

の
事
前
評
価
�

パ
レ
ー
ト
図
に
よ
っ

て
重
み
付
け
し
た
監

視
項
目
決
定
�

競
争
力
あ
る
業
務
の
見

極
め
と
当
該
業
務
機
能

の
追
加
・
変
更
�

開
発
決
定
�

必
要
な
コ
ス
ト
・
期
間
：

積
み
上
げ
方
式
だ
が
，
余

分
な
余
裕
を
持
た
せ
な
い

ス
リ
ム
な
方
法
�

4.
4

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
方

法
，
体
制
：
キ
ー
パ
ー
ソ

ン
指
名
と
大
幅
�

な
権
限
委
譲
�

4.
5

移
行
方
法
：
事
前
の

デ
ー
タ
移
行
検
証
ス

テ
ッ
プ
設
定
�

4.
6

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
に

よ
る
要
員
削
減
で
運
用

コ
ス
ト
低
減
�

4.
7

保
守
費
の
低
減
を
目
指

し
た
監
視
項
目
�

設
定
�

導
入
コ
ス
ト
を

含
め
た
T
C
O
削

減
�

市
場
低
成
長
に
対
応
し

た
ロ
ー
コ
ス
オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ン
（
LC
O
）
�

一
部
製
品
の
市
場
の

成
熟
化
に
よ
る
低
成

長
�

事
業
環
境
変
化
へ

の
俊
敏
な
対
応
の

必
要
性
�

テ
ー
マ
：
統
合
パ
ッ
ケ
ー
ジ
導
入
計
画
�

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
：
工
場
生
産
管
理
シ
ス
テ
ム
を

中
心
と
し
た
情
報
シ
ス
テ
ム
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
�

自
分
の
立
場
：
A
N
�

� プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
概
要
：
�

・
対
象
企
業
：
�

　
　
製
造
業（
電
気
機
器
組
み
立
て
加
工
）
�

　
　
従
業
員
60
0名
，
売
上
25
0億
円（
年
商
）
�

・
計
画
策
定
時
の
メ
ン
バ
ー
構
成
：
�

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
1名
�

シ
ス
テ
ム
ア
ナ
リ
ス
ト
2名
�

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
エ
ン
ジ
ニ
ア
2名
�

・
開
発
規
模
：
�

　
　
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
約
8千
万
�

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
約
1億
円
�

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
発
期
間
：
�

一
年
半
（
計
画
策
定
期
間
3ヶ
月
含
む
）
�



◆解答例

本文（横２５文字）

（設問ア）

１．統合型業務パッケージの導入計画の概要

１．１ 導入の背景と目的

私はシステムアナリストとして，ある統合型業務パッ

ケージの導入計画の策定に参画した。プロジェクトの対

象企業 A社は，主に電気機械を製造している中規模の製

造業で，従業員は約６００名，年商は約２５０億円である。

対象企業は近年，市場の競争激化から製品単価がダウ

ンし，売上高が減少していた。また一部の製品市場が成

熟化し，成長が鈍化していることも影響していた。これ

らに対応するため，経営陣は市場低成長に対応したロー

コストオペレーションを経営課題とした。老朽化に伴う

リニューアルを検討していた情報システムについても，

この経営課題を実現するため，導入コストを含め，TCO

の削減を必須条件として検討するように求めていた。

１．２ 導入計画の概要

これを受け，私が参画した生産管理システム導入計画

策定プロジェクトは発足した。A社は情報システムリニ

ューアルを検討する際，既に既存システムの開発業者に

リニューアルの見積を要求し，取得していた。しかしそ

の見積から莫大な開発費がかかることが判明した。TCO

削減のため，導入コストを半減する方策を様々な角度か

ら調査・検証した。その結果，親会社が社内外用に開発

した統合型業務パッケージを安価に提供してもらえるよ

う交渉し，了承された。このパッケージは製造業である

親会社が開発したもので，長期にわたるベストプラクテ

ィスの結果が導入されたものであった。

ポイント

導入背景

経営課題

情報化課題

４００

対象パッケージ

概要
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計画策定には，私を含めシステムアナリストが２

名，プロジェクトマネージャ１名，アプリケーション

エンジニア２名の５名が参画した。私は計画策定のリ

ーダを務めた。導入コストは約２億円，導入までの期

間は，計画策定期間を含み，約１年半と予測した。

（設問イ）

２．導入計画策定時の基本方針と重要点，工夫点

２．１ 策定した基本方針

私は導入計画策定に当たり，次の３つの基本方針を

設定した。

第１に，統合型業務パッケージの適用方針として，

「統合型業務パッケージの業務プロセスと自社の相違性

を明らかにし，自社に強みがある部分はサービスレベル

を向上するよう追加・変更を施すこと」とした。この適

用方針であれば，全体最適の視点で抜本的な業務プロセ

ス改革を意識しながら，ローコストオペレーションを支

援し，開発コストを削減し，TCO削減に貢献できる。

また個別業務ニーズに対しても明確な判断基準を与え

る。

第２に，効率的かつ効果的にプロジェクトを推進す

る運営方針として，「組織間コンフリクトを回避するプ

ロジェクト運営を行うこと」とした。組織間コンフリク

トを回避することは，全体最適の視点から重要である。

またコンフリクト回避はプロジェクトの生産性を向上

し，効率よく導入が推進できる。

第３に，移行方針として，「日常運用に影響の少ない

形で移行すること」とした。新プロセスをスムーズに立

ち上げるためには，日常運用が混乱し，業務が滞るよう

な事態は避けなければならない。

私が中心である

アピール

８００

第１の方針

第１の方針の条件

第２の方針

１，２００

第２の方針の条件

第３の方針

第３の方針の条件
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２．２ 重要点と工夫点

２．１で挙げた基本方針の重要点，またそれを実現する

ための課題，策定上施した工夫は次の通りである。

第１のパッケージ適用方針策定上の重要点は，全体

最適の視点での業務プロセスの抜本的改革，ローコスト

オペレーションの実現方法，サービスレベル向上施策で

ある。それぞれの重要点は個別業務ニーズをパッケージ

に取り込むことを考えた時，相反する部分が出てくると

予想した。例えば，サービスレベルを向上するためには

パッケージの追加・変更が必要となるが，これはコスト

アップを指し，ローコストオペレーションの実現に影響

する。また複数部門が関係する業務では，個別業務ニー

ズを満たそうとすると，全体最適の視点からのあるべき

姿とは乖離する可能性がある。

私はこれを回避するため，

・パッケージの業務プロセスをあるべき姿と仮設定

・自社にとってのあるべき姿を考察・発見

・サービスレベル向上対策を計画に盛り込む

・コスト増大回避のため個別業務ニーズの範囲を限定

の工夫を行った。

これらの工夫により，

・業務プロセス整理によるシステム運用コストの削減

・サービスレベルの向上によるユーザの間接コスト削減

・導入コストの抑制

等による TCOの削減を狙った。適用方針はこれらの工

夫を裏づけとして策定した。

第２のプロジェクト運営方針策定上の重要点は，参

画メンバーの参加意識の維持と考えた。業務プロセスを

全体最適の視点から抜本的に改革する時，組織間での利

害関係の調整が必要となる。ここにコンフリクトが発生

第１の方針の重

要点

１，６００

予想課題例示

工夫の提示

工夫の予想効果

２，０００

第２の方針の

重要点

予想課題
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することによって，メンバーの意識が低下，プロジェク

ト推進に影響する。

私はプロジェクト運営に支障が出ないよう，次のよう

な提案をプロジェクトマネージャに対して働きかけた。

「改革された業務プロセスに参画する全ての組織，メン

バーの貢献度を評価することが組織間コンフリクトを解

消，意識の低下を防ぐ」

組織やメンバーの部分的，個別での貢献度評価は全体

最適の視点には合致しない，と私は考えたことから提案

した工夫である。

第３の移行方針策定上の重要点は，スムーズな移行

を実現する方策であると考えた。無理な移行方針は導入

計画策定段階や実際の移行時に混乱を招き，業務停止と

なる可能性がある。よって十分な準備ができ，スムーズ

に移行できる方針である必要がある。

日常運用に影響の少ない形で移行する方針を支援する

ため，

・現行システムとの連携部分を限定

・対外的処理の変更を回避

・現運用と新運用の重複を排除

という３点のサブ方針を設定した。連携部分を限定す

ることによって，移行時のトラブルを極小化できると考

えた。対外的処理結果である伝送データや出力帳票は項

目レベルで変更が少なくなるようにすることで，パッケ

ージ移行の影響範囲を限定できると考えた。また新運用

を始める部分については，現運用を順次やめていくスタ

イルをとり，作業が重複してかえって混乱することがな

いように配慮することとした。

（設問ウ）

３．基本方針に対する評価と今後の課題

工夫の提示

２，４００

第３の方針の

重要点

工夫の提示

２，８００
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３．１ 基本方針に対する評価

第１に業務プロセスを抜本的に変革することを意識

しながら，自社の強みを失わない適用方針としたことは

高く評価している。導入計画の詳細を詰めていく過程で

発生した追加開発の意思決定はこの適用方針に沿って行

われたことからも評価できる。

第２に組織のコンフリクトを防ぐプロジェクト運営

方針を立てたことを私は評価している。しかしながら各

組織や各参画メンバー貢献度の評価の客観性に多少の不

満が残った。

第３に移行方針については，実際の移行作業に一部

トラブルが発生したものの，ほぼスケジュール通りに完

了したことから，私は一定の評価をしている。短期間で

の移行であったことを考えても，業務上大きな混乱がな

かったことは良かったと考えている。

３．２ 今後の課題

各基本方針に対する課題は次の通りである。

第１に適用方針では，個別業務ニーズの範囲は限定

したものの，サービスレベルを具体的に設定しなかっ

た。このため，個別業務ニーズとサービスレベルの関連

性の定義があいまいになった。結果として，過剰なサー

ビスレベル向上対策を採った部分があり，追加・変更範

囲や導入コストが予想を多少上回った点は今後の課題で

ある。

また第２にプロジェクト運営方針に関する課題とし

ては，各組織や各メンバーが受けた評価に対する満足度

とシステム導入効率の関係を測定して，明らかにするこ

とが挙げられる。

第３に今回の移行は短期間で，業務を効率良く，重

複なく移行できた。しかし他のプロジェクトにおいて，

高評価

３，２００

スムースな移行

アピール

第１の課題

第２の課題

３，６００

第３の課題
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◆解 説

システム導入前の導入計画立案に関する経験を問う設問である。特に計

画立案時のベースとなる方針の策定であり，以後のシステム設計，導入，

運用に大きく影響する部分である。

上記論文では，ローコストオペレーションを実施するための方策とし

て，TCOを削減する情報化課題を設定している。TCOは大きく導入コス

トと運用コストに分割される。この論文では導入コストの低減を志向し，

かつ統合型業務パッケージソフトのベストプラクティスを反映しながら導

入する方法の工夫を述べている。

統合型業務パッケージを導入する際に設定すべき方針が問題文中に挙げ

られている。この中でもはじめの「業務プロセスの抜本的な再構築を実現

するベストプラクティスの適用方針であること」が最も重要である。適用

方針によっては，個別業務ニーズへの対応のための追加・変更方針が大き

くぶれる。また以降の導入・開発におけるコストも大きく違ってくる。同

時に導入範囲が変化し，導入によって影響を受ける部門や組織が変わる。

このように最も基本となる方針であると考えて，この論文ではこの点を重

視して論述している。

しかしながら，論文作成者の経験によっては，次のような点を中心に解

答を展開することも可能であろう。

・導入計画全体にわたって多くの工夫を行った場合，問題文中に挙げら

れていない視点でも幅広く解答を展開する。

例えば，解答例のようなベストプラクティスの適用方針立案時の工

夫，プロジェクト運営方針の工夫等だけでなく，少し突っ込んでコス

ト面に対する方針の工夫や移行時のリスク管理に対する方針の工夫等

何らかの理由で移行期間がやむを得ず長期にわたる場

合，移行方針を決定する際に当プロジェクトとは違った

移行の方法を再検証する必要があると考えている。
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である。

・導入範囲が広く，また組織間の壁が高いなどの障害を上手く克服した工

夫点があれば，プロジェクトの運営方針を中心にして解答を展開する。

例えば，導入部門が全国に分散しており，それぞれの地域によってプ

ロジェクトへの参画意識が大きく乖離していた場合，どのようにして

それを克服したか等を記述する。

・現行システムとの移行にあらかじめ大きな課題があることがわかって

いる場合，移行方針に特化して解答を展開する。

例えば，新システムと現行システムのデータ管理方法が全く違ってい

た場合，どのデータを移行して，どのデータは捨てるかの判断基準に

関する工夫などを記述する。

・統合型業務パッケージシステム内のサブシステム連携，現行システム

等との連携，導入時の手順，アドオン部分の開発手順について追加・

変更方針の一部として展開する。

例えば，アドオン部分の開発については導入する統合型業務パッケー

ジが提供している開発手順に自社の開発フローをあわせて適用して，

導入を促進したなどを記述する。

などの方法も取ることが出来る。

基本方針の良し悪しで導入の成否が決定するとも言えることから，基本

方針が明確で，目的によく合致していることが重要である。

◆設問が用意した内容と異なった場合の対応

この問題は，導入計画でも初期段階の基本方針立案に対する経験を重視

している。以下ではこれ以外のパターンへの対処方法について解説する。

１．出題が方針策定ではなく計画立案であった場合

このパターンの出題の場合でもほぼ同じキーワードで対応できる。ただ

し基本方針は既に決定しており，その後の計画の立案時の方法論や工夫等

が問われることになる。したがって，方針をブレークダウンした計画内容
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について具体的に記述する必要がある。

その場合はキーワード体系図の留意した点の部分をもう一段ブレークダ

ウンして，

・ベストプラクティス考察・発見のための手法

・個別業務ニーズ取り組み範囲限定に使用した手法

・それぞれの手法を利用する時に留意する点

・導入体制維持のために工夫した具体的な方策

・工夫した手法，方策の効果と改善ポイント

などを書き出して，キーワード体系図に加える。

上記のキーワードを追加し再構成したキーワード体系図から，工夫した

点以降の部分を具体的に展開する。ただし工夫した点の部分は基本方針に

ついての記述となるので，この部分は簡潔にし，留意した点とブレークダ

ウンした手法等についての部分を具体的に記述する。

２．出題が統合型業務パッケージの導入でなく，既存システムのリニュー

アルであったような場合

このパターンが出題された場合には，単なるリニューアルととらえずに

個別業務ニーズを取り込んで，既存システムをリニューアルすると考える

ことで，ある程度のキーワードの流用が可能である。テーマがリニューア

ルとなるので，問題文の方針も下記のように変化するであろう。

・既存システムをどの程度残して移行するのかの適用方針

・個別業務ニーズをどの程度取り込んでリニューアルするのかの追加・

変更方針

・リニューアルにおけるプロジェクト推進体制

・既存ハードウェアからのデータの移行，または一時的な並行運用への

対応方針

さらにこの論文のようなローコストオペレーションを経営課題としてい

る場合には，既存システムのリニューアルでも保守費や運用費に対するコ

スト削減や処理方式の変更（バッチからリアルタイムへ）が，改善の方針

として当然，挙がってくるであろう。
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したがって，ここで用意しているキーワード体系図の経営課題や情報化

課題等までは，ほぼそのまま利用できる。一方，適用方針，プロジェクト

運営方針，移行方針については，「統合型パッケージ」を「リニューアル

後のシステム」に読み替える必要がある。それにともなってベストプラク

ティスの部分は，その企業が持つべき「あるべき姿」としていくことにな

る。

また単純リプレースという意味でのリニューアルも考えられる。その場

合，基本方針そのものが単純リプレースとなる。論文としての厚みを出す

ためには，単純リプレースを支えるサブの技術的な方針やプロジェクト運

営上の方針などを記述することを検討して，経験をアピールすることが必

要である。

この場合もキーワード体系図の使い方はリニューアルと同様の方法にな

る。
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